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地域密着型サービスとは… 

 
 地域密着型サービスは、要介護や要支援状態となっても可能な限り、住み慣れた自宅や地域での生活を継

続できるようにするためのサービス体系として、平成１８年４月に創設されました。 

住み慣れた自宅や地域での生活の継続を目的としているため、原則として、当該地域密着型サービス事業所

が所在する市町村の住民（被保険者）のみが利用できるサービスで、市町村が指定・指導監督の権限を持ち

ます。 

なお、唐津市の地域密着型サービスを利用できる方は、要支援・要介護の認定を受けた唐津市の被保険者の

みです。 

 

（趣旨）  【基準第 1条】 

１．基準の性格 

指定地域密着型サービスの事業が、その目的を達成するために必要な最低限度の基準。 

２．運営の向上 

事業者は、常にその事業運営の向上に努めること。 

３．基準違反への対応 

基準違反には、厳正に対応する。（※指定地域密着型サービス事業の多くの分野で、基準に合致するこ

とを前提に、自由に事業への参入を認めているため。） 
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Ⅰ．人員、設備及び運営に関する基準について 

 

〈 1. 基本方針 〉 

基本方針 

（基準第 41 条、

予防第 4条） 

指定認知症対応型通所介護及び指定介護予防認知症対応型通所介護の事業は、要介

護状態になった場合でおいても、その認知症である利用者（その者の認知症の原因と

なる疾患が急性の状態にある者を除く。）が可能な限りその居宅において、その有す

る能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向上を

目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤

立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽

減を図るものでなければならない。 

 

〈 2. 人員及び設備に関する基準 〉 

単独型・併設型 

利用定員 

（基準第 42条、

予防第 5条） 

単位ごとに１２人以下 

※事業所において同時に提供を受けることができる利用者の数の上限をいう。 

 ※災害その他のやむを得ない事情がある場合を除いて、利用定員の超過は不可。 

※単独型・併設型の単位とは、同時に一体的に提供されるものであることから、例

えば、次のような場合は２単位として扱われ、それぞれに必要な従業者を確保す

る必要がある。 

①単独型・併設型認知症対応型通所介護が同時に一定の距離を置いた２つの場所

で行われ、これらのサービスの提供が一体的に行われているといえない場合。 

②午前午後で別の利用者に対して単独型・併設型認知症対応型通所介護を提供す

る場合。 

※利用者ごとに策定した認知症対応型通所介護計画に位置づけられた内容の認知症

対応型通所介護が一体的に提供されていると認められる場合は、同一単位で提供

時間数の異なる利用者に対して認知症対応型通所介護を行うことも可能である。

なお同時一体的に行われているとは認められない場合は、別単位となることに留

意すること。 

従業員の員数 

（基準第 42条、

予防第 5条) 

 

 

 

 

 

(1)生活相談員 

①資格要件 

社会福祉主事、社会福祉士、精神保健福祉士、介護福祉士、看護師、准看護

師、介護支援専門員、介護職員基礎研修課程修了者で介護サービス事業所等

に介護職員等として２年以上勤務した経験のある者。 

※２年間の実務経験については、実務経験の要件が達成された時点と研修終了

時点との前後関係は問わない。 
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従業員の員数 

（基準第 42条、

予防第 5条) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②配置基準 

サービス提供時間数に応じて、専ら当該単独型・併設型指定認知症対応型通

所介護の提供に当たる生活相談員を１以上確保。 

「サービス提供時間帯の時間数」とは、当該事業所におけるサービス提供開始時刻

から終了時刻まで（サービスが提供されていない時間帯を除く）とする。 

例えば、一単位の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を実施している事業所

の提供時間帯の時間数を６時間とした場合、生活相談員がサービス提供時間内に勤

務している時間数の合計数（以下「勤務延時間数」という。）を、提供時間帯の時

間数である６時間で除して得た数が１以上となるよう確保すればよいことから、生

活相談員の員数にかかわらず６時間の勤務延時間数分の配置が必要となる。 

また、午前９時から正午、午後１時から午後６時の２単位の単独型・併設型指定認

知症対応型通所介護を実施している事業所の場合、当該事業所におけるサービス提

供時間は午前９時から午後６時（正午から午後１時までを除く。）となり、提供時

間帯の時間数は８時間となることから、生活相談員の員数にかかわらず８時間の

勤務延時間数分の配置が必要となる。 

(2)看護・介護職員 （単位ごとに２人以上確保） 

①提供時間数に応じて、専ら当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の提

供に当たる看護・介護職員を１人以上確保。（確保の考え方は生活相談員の配置

と同様） 

②他の１人以上の看護・介護職員については、提供時間帯を通じて専従する必要は

ないが、提供時間帯を通じて、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所

と密接かつ適切な連携を図るものとする。 

※必ずしも看護職員を配置しなければならないものではない 

※生活相談員、看護・介護職員のうち、１人以上は常勤でなければならない。なお、

同一事業所で複数の単位の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護を同時に行う

場合は、常勤の従業者は事業所ごとに確保すれば足りる。 

※ 看護・介護職員は、利用者の処遇に支障がない場合は、他の単独型・併設指定認

知症対応型通所介護の単位の看護・介護職員として従事することができるものとす

る。 

※同条第２項において単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位ごとに看護・

介護職員を常時１人以上確保することとされているが、これについては、看護・介

護職員が常に確保されるよう必要な配置を行うよう定めたものであり、例えば、当

該単独型・併設型認知症対応型通所生活介護の単位ごとに確保すべき看護・介護職

員の勤務延時間数が提供時間帯の時間数に満たない場合であっても、常時１人以上

が確保されるよう配置を行う必要があることに留意すること。 

※同条第３項において看護・介護職員は、利用者の処遇に支障がない場合は他の単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位の看護・介護職員として従事すること

ができるとされていることから、例えば複数の単位の単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護を同じ時間帯に実施している場合、単位ごとに看護・介護職員が常に



- 4 - 

従業員の員数 

（基準第 42条、

予防第 5条) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１人以上確保される要件を満たす限りにおいては、単位を超えて柔軟な配置が可能

である。 

(3)機能訓練指導員  （配置数 １以上） 

①単位ごとに１人以上(常勤換算１以上ではない)。 

※日常生活に必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能力のある者。 

②資格要件 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ

指圧師、はり師、きゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療

法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有

する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有

する者に限る。） 

※加算の算定の有無にかかわらず、上記の資格を有するものを機能訓練指導員として

配置すること。ただし、同一事業所内で他の職と兼務することは可能である。 

※レクリエーションや行事を通じて行う機能訓練は、機能訓練指導員が作成した計画

を元に、生活相談員又は介護職員が兼務して行ってもよい。 

 

管理者 

(基準第 43 条、

予防第 6条) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①事業所毎に、常勤の管理者を配置。 

②原則、専従。事業所の管理上支障がない場合は、兼務可 

・管理業務に支障がない兼務 

ⅰ)事業所の従事者として従事。 

ⅱ)事業所の管理業務に支障がない範囲内にある他の事業所で、管理者や従事者と

して従事。 

・管理業務に支障がある兼務 

ⅰ)管理すべき事業所数が過剰であると、個別に判断される兼務。 

ⅱ)併設の入所施設で、入所者にサービスを提供する看護・介護職員と兼務。 

③要件：サービス提供に必要な知識や経験があり、別に厚生労働大臣が定める研修を

修了している者 

※研修（認知症介護実践者研修、認知症対応型サービス事業管理者研修等） 

管理者交代時の研修の修了猶予措置について 

管理者の変更の届出を行う場合については、管理者交代時の都道府県における研修の開

催状況等を踏まえ、新たに管理者を配置し、かつ、市町村からの推薦を受けて都道府県

に研修の申込を行い、当該管理者が研修を修了することが確実に見込まれる場合は当該

管理者が研修を修了していない場合であっても差し支えない 

 

指定地域密着型介護老人福祉施設に指定認知症対応型通所介護事業所が併設され

る場合については、処遇等が適切に行われる場合に限り、指定認知症対応型通所

介護事業所に次の人員を置かないことができる。（基準第１３１条第８項） 

・生活相談員 

・機能訓練指導員 
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Ｑ＆Ａ（平成 24年 3月 16 日） 

 

Ｑ＆Ａ（平成 24年 3月 16 日） 

（答）労働基準法第３４条において最低限確保すべきとされている程度の休憩時間については、確保すべき

勤務延時間数に含めて差し支えない。ただし、その場合においても、基準を満たす必要があることか

ら、介護職員全員が同一時間帯に一斉に休憩を取ることがないようにすること。 

また、介護職員が常時１名しか配置されていない事業所については、当該職員が休憩を取る時間帯に、

介護職員以外で利用者に対して直接ケアを行う職員が配置されていれば、基準を満たすものとして取り

扱って差し支えない。 

このような取扱いは、通常の常勤換算方法とは異なりサービス提供時間内において必 要な労働力を確

保しつつピークタイムに手厚く配置することを可能とするなど、交代で休憩を取得したとしても必ずし

もサービスの質の低下には繋がらないと考えられる通所介護（療養通所介護は除く）に限って認められ

るものである。 

なお、管理者は従業者の雇用管理を一元的に行うものとされていることから、休憩時間の取得等につい

て労働関係法規を遵守すること。認知症対応型通所介護についても同様の考え方とする。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 24年 3月 30 日） 

（答）通所サービス計画上の所要時間に基づき配置する。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 24年 3月 30 日） 

（答）通所介護事業所の生活相談員がサービス担当者会議に出席するための時間については、確保すべき勤  

務延時間数に含めて差し支えない。認知症対応型通所介護についても同様の取扱いとなる。 

 

Ｑ＆Ａ（令和 3年 3月 26 日) 

（答） 営業日ごと又は単位ごとに常勤職員を配置する必要はなく、事業所として常勤の生活相談員又は介

護職員を１名以上確保していれば足りる。 

 

（問）同一の利用者が利用日ごとに異なる提供時間数のサービスを受けることは可能か。 

（問）通所介護において、確保すべき従業者の勤務延時間数は、実労働時間しか算入できないのか。休憩

時間はどのように取扱うのか。 

（問）人員配置の計算の基となる「提供時間数」については、通所サービス計画上の所要時間に基づく配

置となるのか、それとも実績に基づく配置となるのか。 

（問）通所介護事業所の生活相談員がサービス担当者会議に出席するための時間については確保すべき勤

務延時間数に含めることができるか。 

 

（問）生活相談員及び介護職員の配置基準について、「生活相談員又は介護職員のうち１人以上は、  

常勤でなければならない」こととなっているが、営業日ごと又は単位ごとに常勤職員を配置する

必要があるのか。 
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設備及び備品等 

（基準第 44 条、

予防第 7条） 

① 必要場所  食堂、機能訓練室、静養室、相談室、事務室 

ⅰ）食堂と機能訓練室  それぞれ必要な広さがある。 

その合計面積（壁内側）≧３㎡×利用定員 

・ダイニングキッチン等の台所部分、事務スペース、廊下、棚など通常動

かすことのないものを設置しているスペースは面積から除くこと。 

・食事提供及び機能訓練を行う際、それぞれに支障がない広さを確保できる

場合は、食堂及び機能訓練室は同一の場所とすることができる。 

・狭い部屋を多数設置して面積を確保すべきではない。 

・食堂には、洗面所が設けられていることが好ましい。 

ⅱ）相談室 遮蔽物の設置等により、相談の内容が漏れないよう配慮されてい

る。 

② 必要設備 

消火設備等、非常災害に必要な設備(消防法等に規定された設備)や、認知症対応型

通所介護の提供に必要な設備（手すり、スロープ等）や備品（歩行器、認知症高齢

者徘徊感知機器等）等。 

③ 静養室 

・利用定員に応じた広さであること。 

・布団やベッド等が利用定員に応じて用意されていること。 

・部屋ではなくスペースを設けることにより対応する場合、遮蔽物を設置する

などして、静養に適した環境となるように配慮する。 

④ 事務室 

・必要な広さを有すること。 

・他サービスと共同で事務室を使用する場合、認知症対応型（介護予防）通所

介護事業所の事務所として利用する部分を明確にすること。 

⑤ 消火設備その他非常災害に際して必要な設備 

・消防法及び建築基準法等、その他の法令等に規定された設備を示しており、

それらの設備を確実に設置しなければならない。 

※ 狭隘な部屋を多数設置することにより面積を確保すべきものではない。 

ただし、当該サービスの単位をさらにグループ分けして効果的なサービスの

提供が期待される場合はこの限りではない。    

※ 当該サービスの機能訓練室と、当該事業所と併設の関係にある医療機関や

介護老人保健施設における通所リハビリテーションを行うためのスペースに

ついては、以下の条件に適合するときは、これらが同一の部屋等であっても

差し支えないものとする。 

ア 当該部屋等において当該サービスの機能訓練室等と通所リハビリテーシ

ョンを行うためのスペースが明確に区分されていること 

イ 当該サービスの機能訓練室等として使用される区分が、当該サービスの

設備基準を満たし、かつ通所リハビリテーションを行うためのスペースと

して利用される区分が、通所リハビリテーションの設備基準を満たすこと 

（平 1８老計発０３３１００４他第３の二の２(1)） 
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⑥ その他 

・トイレ等その他必要な設備を設けること。 

・事業所全体として、各所の段差の解消や手すりを取り付けるなどして、利用

者自身で動くことが出来るように、また安全面に配慮すること。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 18年 2月 24 日） 

（答）認知症対応型通所介護は、対象者を認知症の者に限定し、認知症の特性に配慮したサービス形態であ

ることから、一般の通所介護と一体的な形で実施することは認められない。 

認知症対応型通所介護を一般の通所介護と同じ事業所で同一の時間帯に行う場合には、例えばパーテー

ション等で間を仕切るなどにより、職員、利用者及びサービスを提供する空間を明確に区別することが

必要である。 

共用型 

従業員の員数 

（基準第 45 条、

予防第 8条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共用サービスの利用者数＋認知症対応型通所介護の利用者数で、共用サービスの人員

基準を満たすこと。 

※共用される事業の人員に関する基準 

① 指定認知症対応型共同生活介護事業所…指定地域密着型サービス基準第９０条 

② 指定地域密着型特定施設…同第１１０条 

③ 指定地域密着型介護老人福祉施設…同第１３１条 

 

利用定員等 

（基準第 46 条、

予防第 9条） 

認知症対応型共同生活介護事業所においては、共同生活住居ごとに、地域密着型特

定施設又は地域密着型介護老人福祉施設においては、施設ごとに１日当たり３人以

下 

※１日の同一時間帯に、３人を超える利用者の受入は不可。 

※災害その他やむを得ない事情がある場合を除いて、利用定員の超過は不可。 

※地域密着型介護老人福祉施設等において複数の共同生活住居等がある場合、両サ

ービスの利用者に対して介護を行うのに十分な広さを確保できれば、どの共同生

活住居等で共用型認知症対応型通所介護をしてもいい。 

（問）一般の通所介護と認知症対応型通所介護を、同一の時間帯に同一の場所を用いて行うことは可能か。 

※ この場合の利用者数の計算に当たっては、３時間以上４時間未満及び４時

間以上５時間未満の報酬を算定している利用者(２時間以上３時間未満の報酬

を算定している利用者を含む。)については、利用者数に２分の１を乗じて得

た数とし、５時間以上６時間未満及び６時間以上７時間未満の報酬を算定し

ている利用者については利用者数に４分の３を乗じて得た数とし、７時間以

上８時間未満及び８時間以上９時間未満の報酬を算定している利用者につい

ては、利用者数に１を乗じて得た数として計算した全利用者の延べ数をもと

に算出することとし、この計算により得た数をもとに算定することとする。 
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※共用サービスの事業所を運営している事業者が、介護保険サービス事業等を開始

後３年以上経過していること。 

管理者 

(基準第 47 条、

予防第 10条) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①事業所毎に、常勤の管理者を配置。 

②原則、専従。共用型事業所の管理上支障がない場合は、兼務可 

 ・管理業務に支障がない兼務 

ⅰ) 共用型事業所の従事者として従事。 

ⅱ) 共用型事業所の管理業務に支障がない範囲内にある他の事業所で、管理者や

従事者として従事。 

・管理業務に支障がある兼務 

ⅰ)管理すべき事業所数が過剰であると、個別に判断される兼務。 

ⅱ)併設の入所施設で、入所者にサービスを提供する看護・介護職員と兼務。 

管理者の配置基準緩和（省令改正） 

なお、共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該

共用型指定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、かつ、同一敷地内に

ある他の本体事業所等の職務に従事することとしても差し支えない。 

 

③要件：サービス提供に必要な知識や経験があり、別に厚生労働大臣が定める研修

を修了している者 

※研修（認知症介護実践者研修、認知症対応型サービス事業管理者研修等） 

管理者交代時の研修の修了猶予措置について 

管理者の変更の届出を行う場合については、管理者交代時の都道府県における研修の

開催状況等を踏まえ、新たに管理者を配置し、かつ、市町村からの推薦を受けて都道府

県に研修の申込を行い、当該管理者が研修を修了することが確実に見込まれる場合は当

該管理者が研修を修了していない場合であっても差し支えない。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 18年 2月 24 日） 

（答）共用型指定認知症対応型通所介護を行う時間帯について、指定認知症対応型共同生活介護の利用者と

共用型指定認知症対応型通所介護の利用者の合計数を基準として、常勤換算方法で３又はその端数を増

すごとに１以上の介護従業者が必要となる。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 18年 2月 24 日） 

（答）利用定員については、同一時間帯に３人を超える利用者を受け入れることができないということであ

る。したがって、半日しか利用しない者がいる場合は、１日の利用延ベ人数は３人を超えることもあ

る。 

 

（問）指定認知症対応型共同生活介護を行っている事業者が共用型指定認知症対応型通所介護を行う場

合、必要な介護従業者の員数はどのように考えればよいのか。 

（問）共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用定員については、１日当たり３人以下とされている

が、１日の利用延ベ人数が３人までということか。 
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Ｑ＆Ａ（平成 18年 2月 24 日） 

（答）共用型認知症対応型通所介護事業が行える事業所の利用者若しくは入所者の数と、認知症対応型通所

介護事業の利用者の数を合計した数に対して、それぞれの人員配置基準を満たす数の職員が必要であ

る。 

例えば、利用者９名の認知症対応型共同生活介護事業所で共用型認知症対応型通所介護を行う場合、認

知症対応型共同生活介護事業所の利用者９名と、共用型認知症対応型通所介護の利用者３名を合計した

１２名に対し、利用者３名に対し１名の介護従業者が必要となることから、常勤換算方法で４名の介護

従業者を置かなければならない。 

 

 

 

 

 

事業者に対する労働法規の遵守の徹底   【参考 平成２４年４月１日の介護保険法改正について】 

 

 

 

 

（問）共用型認知症対応型通所介護事業所において、職員の配置は利用定員３人に対して１人でよいの

か。 

※常勤とは・・・ 

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数

（週３２時間を下回る場合は週３２時間を基本とする。）に達していることをいうものである。ただし、

母性健康管理措置又は育児、介護及び治療のための所定労働時間の短縮等の措置が講じられている者に

ついては、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤

務すべき時間数を３０時間として取り扱うことを可能とする。 

※人員基準において常勤要件が設けられている場合、産前産後休業・育児休業・介護休業・育児休業に準

ずる休業を取得中の期間において、当該人員基準において求められる資質を有する複数の非常勤の従業

者を常勤の従業者の員数に換算することで人員基準を満たすことが可能です。 

介護人材の確保を図るためには、事業者による労働環境整備の取組を推進することが重要だが、介護事

業を含む社会福祉関係の事業は、全産業と比較して労働基準法等の違反の割合が高い。 

事業者による労働環境整備の取組を推進するため、新たに、労働基準法等に違反して罰金刑を受けてい

る者等について、指定拒否等を行うこととする。 

常勤換算方法による職員数の算定方法について 

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数（週３２時

間を下回る場合は週３２時間を基本とする。）で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の

員数に換算する方法をいう。 

※小数点第２位以下を切り捨てるものとする。  

※やむを得ない事情により、配置されていた従業員数が一時的に１割の範囲内で減少した場合は、１月を

超えない期間内に従業員が補充されれば、減少しなかったものとみなす。 
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地域密着型サービスに規定する必要な研修について（別に厚生労働大臣が定める研修） 

◎『「指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について」に規定する研

修について（平成１８年３月３１日 老計発第０３３１００６号・老振発第０３３１００６号・老老発第

０３３１０１９号）』 

 

 

佐賀県ホームページ 

 

健康・福祉＞高齢者福祉・介護保険＞認知症＞研修・講習会 

http://www.pref.saga.lg.jp/list00576.html 

代表者 ●『認知症対応型サービス事業開設者研修』 

下記研修の修了者は、すでに必要な研修を修了しているとみなします。 

① 実務者研修（基礎課程又は専門課程）（Ｈ１６年度まで実施） 

② 認知症介護実践者研修又は実践リーダー研修（Ｈ１７年度以降） 

③ 認知症高齢者グループホーム管理者研修（Ｈ１７年度実施） 

④ 認知症介護指導者研修 

⑤ 認知症高齢者グループホーム開設予定者研修 
 

管理者 

 

●『認知症対応型サービス事業管理者研修』 

※認知症介護実践者研修又は実務者研修（基礎課程）の修了者でなければ

受講できない。 

・みなし措置 

  認知症対応型共同生活介護の管理者は次の場合、必要な研修を修了して

いるとみなします。 

●『認知症高齢者グループホーム管理者研修』（平成１７年度実施） 

計画作成担当者 

 

●『認知症介護実践者研修』又は『実務者研修（基礎課程）』 

  ※認知症介護実践者研修又は実務者研修（基礎課程）の修了者でなければ

受講できない。 
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〈 3. 運営に関する基準 〉 

内容及び手続の説明

及び同意 

【第 3 条の 7(準用基

準第 61 条)、予防第

11 条】 

サービス提供をする前に、利用申込者やその家族に、重要事項説明書を交付して

懇切丁寧に説明し、同意を得ること。なお、利用者と事業者の双方を保護するた

め、書面による同意が望ましい。 

・内容 ①運営規程の概要 

②従業者の勤務の体制 

③事故発生時の対応 

④苦情処理の体制 

⑤第三者評価の実施状況                    

⑥その他の利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項 

提供拒否の禁止 

【第 3 条の 8(準用基

準第 61 条)、予防第

12 条】 

正当な理由なくサービスの提供を拒んではならない。提供を拒むことができる正

当な理由とは、以下の場合である。 

 ①定員をオーバーする。 

②利用申込者の居住地が、事業所の通常の事業の実施地域外である場合。 

③利用申込者に対し自ら適切なサービス提供することが困難な場合。 

サービス提供困難時の対応 

【介護第3条の9(準用基準第

61条)、予防第 13 条】 

事業実施地域等の関係で適切な提供が困難な場合、居宅介護支援事業者への連絡

や他の事業者等の紹介等を行う。 

受給資格等の確認 

【介護第 3 条の 10

（準用基準第61条）、

予防第 14条】 

(1) 事業者は、サービスの提供を求められた場合は、その者の提示する被保険者

証によって、被保険者資格、要介護認定等の有無、要介護認定等の有効期間及

び唐津市の利用者であるかを確かめなければならない。また、利用申込者が唐

津市の被保険者でない場合には、基本的にはサービス利用はできないので速や

かに保険者に対し相談を行うこと。なお、そのままサービスの提供を行った場

合には、介護報酬の算定ができないのでくれぐれも注意すること。 

(2) 事業者は、被保険者証に、認定審査会意見が記載されているときは、当該認

定審査会意見に配慮して、サービスを提供するように努めなければならな

い。 

心身の状況等の把握 

【第 23 条（準用基準

第 61 条）、予防第 16

条】 

事業者は、サービスの提供に当たっては、利用者に係る指定居宅介護支援事業者

が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれて

いる環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めな

ければならない。 

指定居宅介護支援事

業者等との連携 

【第 3 条の 13（準用

基準第 61 条）、予防

第 17条】 

(1) 事業者は、サービスを提供するに当たっては、指定居宅介護支援事業者その

他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密な連携に努めなけ

ればならない。 

(2)事業者は、サービスの提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適

切な指導を行うとともに、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者に対する

情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な
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連携に努めなければならない。 

法定代理受領サービ

スの提供を受けるた

めの援助 

【第 3 条の 14（準用

基準第 61 条）、予防

第 18条】 

事業者は、サービスの提供の開始に際し、利用申込者が介護保険法施行規則第 65

条の 4 各号いずれにも該当しないときは、当該利用申込者又はその家族に対し、

居宅サービス計画の作成を指定居宅介護支援事業者に依頼する旨を市町村に対

して届け出ること等により、指定認知症対応型通所介護の提供を法定代理受領サ

ービスとして受けることができる旨を説明すること、指定居宅介護支援事業者に

関する情報を提供することその他法定代理受領サービスを行うために必要な援

助を行わなければならない。 

居宅サービス計画に沿

ったサービスの提供 

【第 3 条の 15（準用基準

第 61条）、予防第 19条】 

事業者は居宅サービス計画が作成されている場合には、当該居宅サービス計画に

沿ったサービスを提供しなければならない。 

※内容等の変更等を行った場合は、当該利用者を担当する介護支援専門員に対し

適宜報告を行う等、適切な連携を図るものとする。 

居宅サービス計画等

の変更の援助 

【第 3 条の 16（準用基準

第 61条）、予防第 20条】 

 

事業者は、利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合は、当該利用者に係

る指定居宅介護支援事業者への連絡その他必要な援助を行わなければならない。 

サービス提供の記録

【第 3 条の 18（準用

基準第 61 条）、予防

第 21条】 

(1)事業者は、サービスを提供した際には当該指定認知症対応型通所介護の提供

日及びサービス内容、保険給付の額その他必要な事項を、利用者の居宅サービ

ス計画の書面又はサービス利用票等に記載しなければならない。 

(2)事業者は、サービスを提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等(提

供日・提供した具体的なサービス内容・利用者の心身の状況・その他必要な事

項)を記録しなければならない。なお、当該記録は完結の日から２年間保存し

なければならない。 

利用料等の受領 

【第 24 条（準用基準

第 61 条）、予防第 22

条】 

(1)事業者は、法定代理受領サービスに該当するサービスを提供した際には、その

利用者から利用料の一部として、当該認知症対応型通所介護に係る居宅介護サ

ービス費用基準額から当該事業者に支払われる居宅介護サービス費の額を控

除して得た額の支払を受けるものとする。 

(2) 事業者は、法定代理受領サービスに該当しないサービスを提供した際にその

利用者から支払を受ける利用料の額と、指定認知症対応型通所介護に係る居宅

介護サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければ

ならない。 

(3)事業者は、上記(1)、(2)の支払を受ける額のほか、次に掲げる費用の額の支払

を利用者から受けることができる。 

① 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用

者に対して行う送迎に要する費用 

② 通常要する時間を超えるサービスであって利用者の選定に係るものの

提供に伴い必要となる費用の範囲内において、通常のサービスに係る地
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域密着型介護サービス費用基準額を超える費用 

③ 食事の提供に要する費用 

④ おむつ代 

⑤ ①から④に掲げるもののほか、指定認知症対応型通所介護において提供

される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用

であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの。 

なお、⑤の費用については、以下の点に注意すること。 

 

(4) 事業者は、上記(3)の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじ

め、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を

行い、利用者の同意を得なければならない。 

※(3)⑤の費用の具体的な範囲については、別に通知された「通所介護等における

日常生活に要する費用の取扱（平成１２年３月３０日老企第５４条）」を参照

すること。 

・保険給付の対象となるサービスと明確に区分されないあいまいな名目に

よる費用の支払いを受けることは認められない。 

・支払いを受ける費用については、算定根拠等を明確にしておく必要があ

る。 
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通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて（抄） 

(平成 12年 3月 30 日 老企第 54号) 

１．「その他の日常生活費」の趣旨 

「その他の日常生活費」は、利用者、入所者又は入院患者(以下「利用者等」という。)又はその家族等

の自由な選択に基づき、事業者又は施設が通所介護等の提供の一環として提供する日常生活上の便宜に係

る経費がこれに該当する。 

なお、事業者又は施設により行われる便宜の供与であっても、サービスの提供と関係のないもの(利用

者等の嗜好品の購入等)については、その費用は「その他の日常生活費」とは区別されるべきものであ

る。 

２．「その他の日常生活費」の受領に係る基準 

「その他の日常生活費」の趣旨にかんがみ、事業者又は施設が利用者等から「その他の日常生活費」の

徴収を行うに当たっては、以下に掲げる基準が遵守されなければならないものとする。 

①「その他の日常生活費」の対象となる便宜と、保険給付の対象となっているサービスとの間に重複関係

がないこと。 

②保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目による費用の受領は認めら

れないこと。したがって、お世話料、管理協力費、共益費、施設利用補償金といったあいまいな名目の

費用の徴収は認められず、費用の内訳が明らかにされる必要があること。 

③「その他の日常生活費」の対象となる便宜は、利用者等又はその家族等の自由な選択に基づいて行われ

るものでなければならず、事業者又は施設は「その他の日常生活費」の受領について利用者等又はそ

の家族等に事前に十分な説明を行い、その同意を得なければならないこと。 

④「その他の日常生活費」の受領は、その対象となる便宜を行うための実費相当額の範囲内で行われるべ

きものであること。 

⑤「その他の日常生活費」の対象となる便宜及びその額は、当該事業者又は施設の運営規程において定め

られなければならず、また、サービスの選択に資すると認められる重要事項として、施設の見やすい

場所に掲示されなければならないこと。ただし、「その他の日常生活費」の額については、その都度

変動する性質のものである場合には、「実費」という形の定め方が許されるものであること。 

 

(別紙)各サービス種類ごとの「その他の日常生活費」の具体的な範囲について 

（6）認知症対応型共同生活介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護(地域密着基準第９６条第３項第４

号関係及び第７６条第３項第４号関係) 

①利用者の希望によって、身の回り品として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合に係る費用 

（7）留意事項 

①(1)から(6)の①に掲げる「身の回り品として日常生活に必要なもの」とは、一般的に要介護者等の日常

生活に最低限必要と考えられる物品(例えば、歯ブラシや化粧品等の個人用の日用品等)であって、利用

者等の希望を確認した上で提供されるものをいう。したがって、こうした物品を事業者又は施設がすべ

ての利用者に対して一律に提供し、すべての利用者からその費用を画一的に徴収することは認められな

いものである。 

②(1)，(2)及び(5)の②に掲げる「教養娯楽として日常生活に必要なもの」とは、例えば、事業者又は施

設がサービスの提供の一環として実施するクラブ活動や行事における材料費等が想定されるものであ

り、すべての利用者又は入所者に一律に提供される教養娯楽に係る費用(共用の談話室等にあるテレビ

やカラオケ設備の使用料等)について、「その他の日常生活費」として徴収することは認められないも

のである。 

③(4)の④にいう預り金の出納管理に係る費用を入所者等から徴収する場合には、 

イ 責任者及び補助者が選定され、印鑑と通帳が別々に保管されていること、 
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ロ 適切な管理が行われていることの確認が複数の者により常に行える体制で出納事 

務が行われること、 

ハ 入所者等との保管依頼書(契約書)、個人別出納台帳等、必要な書類を備えている 

こと 

等が満たされ、適正な出納管理が行われることが要件となる。 

また、入所者から出納管理に係る費用を徴収する場合にあっては、その積算根拠を明確にし、適切な

額を定めることとし、例えば、預り金の額に対し、月当たり一定割合とするような取扱いは認められ

ないものである。 

 

『その他の日常生活費』に係るＱ＆Ａ 

Ｑ＆Ａ（平成 12年 3月 31 日） 

（答）歯ブラシ、化粧品、シャンプー、タオル等の日用品であって、利用者に一律に提供されるものではな

く、利用者個人又はその家族等の選択により利用されるものとして、事業者（又は施設）が提供するも

の等が想定される。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 12年 3月 31 日） 

（答）サービス提供とは関係のない費用として徴収は可能である。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 12年 3月 31 日） 

（答）このような場合は、「サービス提供の一環として提供される便宜」とは言い難いので、「その他の日

常生活費」に該当しない。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 12年 3月 31 日） 

（答）個人のために単に立替払いをするような場合は、事業者等として提供する便宜とはいえず、その費用

は「その他の日常生活費」に該当しないため、サービス提供とは関係のない費用として徴収を行うこと

となる。 

 

 

（問）個人用の日用品については、一般的に要介護者等の日常生活に必要と考えられるものであれば、あ

る利用者の個別の希望に応じて事業者等が当該利用者の代わりにある日用品を購入し、その購入代金

を利用者に請求する場合も「その他の日常生活費」に該当するのか。 

 

（問）個人用の日用品について、「一般的に要介護者等の日常生活に最低限必要と考えられるもの」とは、

どういったものが想定されるのか。 

（問）個人用の日用品については、一般的に要介護者等の日常生活に必要と考えられるものであれば、例

えば病院の売店で利用者が購入する場合であってもその費用は「その他の日常生活費」に該当するの

か。 

 

（問）個人用の日用品については、一般的に要介護者等の日常生活に最低限必要と考えられるものに限ら

れることとされているが、それ以外の個人の嗜好に基づくいわゆる「贅沢品」については、費用の徴

収ができないのか。 
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Ｑ＆Ａ（平成 12年 3月 31 日） 

（答）サービス提供とは関係のない費用として徴収は可能である。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 12年 3月 31 日） 

（答）このような場合は、施設が洗濯サービスを提供しているわけではないので、その他の日常生活費には

該当しない。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 12年 3月 31 日） 

（答）全くの個別の希望に応える場合は事業者等として提供する便宜とは言えず、その費用は「その他の日

常生活費」に該当せず、サービス提供とは関係のない費用として徴収を行うこととなる。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 12年 3月 31 日） 

（答）事業者等が、サービスの提供の一環として実施するクラブ活動や行事のうち、一般的に想定されるも

の（例えば、作業療法等機能訓練の一環として行われるクラブ活動や入所者等が全員参加する定例行事）

における材料費等は保険給付の対象に含まれることから別途徴収することはできないが、サービスの提

供の一環として実施するクラブ活動や行事のために調達し、提供する材料であって、利用者に負担させ

ることが適当と認められるもの（例えば、習字、お花、絵画、刺繍等のクラブ活動等の材料費）に係る

費用は、教養娯楽に要する費用として「その他の日常生活費」に該当する。なお、事業者等が実施する

クラブ活動や行事であっても、一般的に想定されるサービスの提供の範囲を超えるもの（例えば、利用

者の趣味的活動に関し事業者等が提供する材料等や、希望者を募り実施する旅行等）に係る費用につい

ては、サービス提供とは関係のない費用として徴収を行うこととなる。 

  

（問）個人専用の家電製品の電気代は、利用者から徴収できないのか。 

 

（問）施設にコインランドリーがある場合、その料金についても「私物の洗濯代」として「その他の日常

生活費」に該当するのか。 

（問）個人の希望に応じて事業者等が代わって購入する新聞、雑誌等の代金は、教養娯楽に係る「その他

の日常生活費」に該当するか。 

（問）事業者等が実施するクラブ活動や行事における材料費等は、「その他の日常生活費」に該当するか。 
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保険給付の請求のた

めの証明書の交付 

【第3条の20（準用基準第61条）、

予防第 23条】 

事業者は、法定代理受領サービスに該当しないサービスに係る利用料の支払を受

けた場合は、提供したサービスの内容、費用の額その他必要と認められる事項を

記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付しなければならない。 

指定認知症対応型通所

介護の基本的取扱方針 

【第 50条、予防第41条】 

(1) 利用者の認知症の症状の進行の緩和のため、目標を設定し、計画的に行う。 

(2) サービスの質の評価を行い、常にその改善を図る。 

指定認知症対応型通

所介護の具体的取扱

方針 

【第 51条、予防第 42

条】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

          

         

 

(1) 指定認知症対応型通所介護は、利用者が住み慣れた地域での生活を継続する

ことができるよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者

の心身の状況を踏まえ、妥当適切に行うものとする。 

(2) 指定認知症対応型通所介護は、利用者一人一人の人格を尊重し、利用者がそ

れぞれの役割を持って家庭的な環境の下で日常生活を送ることができるよう

配慮して行うものとする。 

(3) 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、認知症対応型通所介護計画

に基づき、漫然かつ画一的なものとならないように、利用者の機能訓練及びそ

のものが日常生活を営むことができるよう必要な援助を行うものとする。 

(4) 介護従業者は、サービスの提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、

利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいよ

うに説明を行うものとする。 

(5)指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等

を行ってはならない。  

(6)前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

(7)指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、

適切な介護技術をもってサービスの提供を行うものとする。  

(8)指定認知症対応型通所介護は、常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ、

相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを利用者の希望に添っ

て適切に提供するものとする。 

認知症対応型通所介

護計画の作成 

【第 52条、予防第 42

条】 

(1)事業所の管理者は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏

まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内

容等を記載した認知症対応型通所介護計画を作成しなければならない。 

(2)認知症対応型通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合

は、当該居宅サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。 

(3)事業所の管理者は、認知症対応型通所介護計画の作成に当たっては、その内容

について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければなら

ない。 
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(4)事業所の管理者は、認知症対応型通所介護計画を作成した際には、当該認知症

対応型通所介護計画を利用者に交付しなければならない。 

(5)従業者は、それぞれの利用者について、認知症対応型通所介護計画に従ったサ

ービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。 

利用者に関する市町

村への通知 

【第 3条の 26（準用基準

第 61条）、予防第 24条】 

事業者は、サービスを受けている利用者が次のいずれかに該当する場合は、遅滞

なく、意見を付してその旨を市町村に通知しなければならない。 

① 正当な理由なしにサービスの利用に関する指示に従わないことにより、要介

護状態の程度を増進させたと認められるとき。 

② 偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。 

緊急時等の対応 

【第 12条（準用基準第

61条）、予防第 25条】 

従業者は、現にサービスの提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた

場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を

講じなければならない。 

管理者の責務 

【第 28条（準用基準第

61条）、予防第 26条】 

(1) 事業所の管理者は、当該事業所の従業者の管理及び利用の申込みに係る調整、

業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行わなければならない。 

(2) 事業所の管理者は、当該事業所の従業者に、「運営に関する基準」の規定を遵

守させるため必要な指揮命令を行わなければならない。 

運営規程 

【第 54 条、予防第 27

条】 

事業者は、事業所ごとに、次に掲げる重要事項を内容とする運営規程を定めなけ

ればならない。 

① 事業の目的及び運営の方針 

② 従業者の職種、員数及び職務内容 

③ 営業日及び営業時間 

④ 指定認知症対応型通所介護の利用定員 

⑤ 指定認知症対応型通所介護の内容及び利用料その他の費用の額 

⑥ 通常の事業の実施地域 

⑦ サービス利用に当たっての留意事項 

⑧ 緊急時等における対応方法 

⑨ 非常災害対策 

⑩ 虐待の防止のための措置に関する事項(R6.4.1 より義務化) 

⑪ その他運営に関する重要事項  

勤務体制の確保等 

【第 30 条（基準第 61

条）、予防第 28条】 

 

 

 

※R6.4.1 より義務化 

(1)事業者は利用者に対し、適切なサービスを提供できるよう、従業者の勤務の体

制を定めておかなければならない。                  ※

勤務時間、常勤・非常勤の別、専従の生活相談員、看護職員、介護職員及び 

機能訓練指導員の配置、管理者との兼務関係等を明確にすること 

(2)事業者は、事業所ごとに、当該事業所の従業者によって指定認知症対応型通所

介護を提供しなければならない。ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさな

い業務については、この限りではない。 

(3)事業者は、従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければな
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らない。その際、当該事業者は、全ての従業者（看護師、准看護師、介護福祉

士、介護支援専門員、法第 8 条第 2 項に規定する政令で定める者等の資格を有

する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研

修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

(4)事業者は、適切な指定認知症対応型通所介護の提供を確保する観点から、職場

において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務

上必要かつ相当な範囲を超えたものにより地域密着型通所介護従業者の就業環

境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

業務継続計画の策定

等 

【第 3 条の 30 の 2(準

用基準第 61条）、予防

第 28条の 2）】 

※R6.4.1 より義務化 

(1) 事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定認知症対

応型通所介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業

務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務

継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

(2) 事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研

修及び訓練を定期的(年 1 回以上)に実施しなければならない。 

(3)事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画

の変更を行うものとする。 

定員の遵守 

【第 31条（準用基準第 61条、予防第 29 条】 

 

事業者は、利用定員を超えてサービスの提供を行ってはならない。ただし、災害

その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りではない。 

非常災害対策 

【第 32条（準用基準第

61条）、予防第 30条】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通

報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期

的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。 

(2)事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られる

※非常災害に際して、必要な具体的計画の策定、関係機関への通報及び

連携体制の整備、避難、救出訓練の実施等の対策の万全を期さなければ

ならない。 

※「関係機関への通報及び連携体制の整備」とは、火災等の災害時に地

域消防機関へ速やかに通報する体制を取るよう従業員に周知徹底する

とともに、日頃から消防団や地域住民との連携を図り、訓練の実施に当

たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努め、火災等の際に消火、

避難等に協力してもらえるような体制作りを求めることとしたもので

ある。 

※「非常災害に関する具体的計画」とは、消防法施行規則第３条に規定す

る消防計画（これに準ずる計画を含む。）及び風水害、地震等の災害に対

処するための計画をいう。この場合、消防計画の策定及びこれに基づく消

防業務の実施は、消防法第８条の規定により防火管理者に行わせなけれ

ばならない。 
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よう連携に努めなければならない。 

 

 

衛生管理等 

【第 33条（準用基準第

61条）、予防第 31条】 

※R6.4.1 より義務化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水に

ついて、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

(2)事業者は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号

に掲げる措置を講じなければならない。 

①当該指定認知症対応型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止

のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。）をおおむね 6 月に１回以上開催するとともに、その結果につい

て、従業者に周知徹底を図ること。 

②当該指定認知症対応型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止

のための指針を整備すること。 

③当該指定認知症対応型通所介護事業所において、従業者に対し、感染症の予防

及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的(年 1回以上)に実施すること。 

 ※研修においては「厚生労働省 介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向

上のための研修教材」等を活用するなど、事業所内での研修で差し仕えなく、

事業所の実態で行うこと。 

 ※訓練においては机上を含め、実施方法は問わない。 

掲示 

【介護第 3 条の 32（準用基

準第 61 条）、予防第 32 条】 

 

 

 

 

 

(1)事業者は、事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、介護従業者の勤務の体

制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示

しなければならない。 

(2)事業者は、重要事項を記載した書面を当該事業所に備え付け、かつ、これをい

つでも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代える

ことができる。 

(3) 事業者は、原則として重要事項をウェブサイト(法人のホームページ等ま又

は介護サービス情報公表システム)に掲載しなければならない。 

（※令和７年４月１日より適用） 

秘密保持等 

【第 3条の 33（準用基

準第 61 条）、予防 第

33条】 

(1)事業所の従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家

族の秘密を漏らしてはならない。 

(2)事業者は、事業所の従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り

得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じな

ければならない。 

(3)事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は

利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、

あらかじめ文書により得なければならない。 
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広告 

【第 3 条の 34（準用基準第

61条）、予防第 34条】 

事業者は、事業所について広告をする場合においては、その内容が虚偽又は誇大

なものとなってはならない。 

居宅介護支援事業者に対

する利益供与等の禁止 

【第 3 条の 36（準用基準第 61

条）、予防第 35条】 

事業者は、居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に特定の事業者に

よるサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を供与

してはならない。 

苦情処理 

【第 3条の 36（準用基

準第 61条）、予防第 36

条】 

(1) 事業者は、提供したサービスに係る利用者及びその家族からの苦情に迅速か

つ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な

措置を講じなければならない。具体的には、相談窓口、苦情処理の体制及び手

順等当該事業所における苦情を処理するために講ずる措置の概要について明ら

かにし、利用申込者又はその家族にサービスの内容を説明する文書に苦情に対

する措置の概要についても併せて記載するとともに、事業所に掲示すること等

を行わなければならない。 

(2)事業者は、(1)の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の受付日、内容、対応、

結果、再発防止策、その他必要事項等を記録しなければならない。 

※苦情の受付日やその内容等を記録し、苦情がサービスの質の向上を図る上で

の重要な情報であるとの認識に立ち、苦情内容を踏まえて、サービスの質の

向上に向けた取組を自ら行うこと。なお、苦情の内容等に関する記録は、そ

の完結日から２年間保存しなければならない。 

(3) 提供したサービスに関し、介護保険法第２３条の規定により市町村が行う文

書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村の職員からの質問も

しくは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力す

るとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は

助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

(4)市町村からの求めがあった場合には、(3)の改善の内容を市町村に報告しなけ

ればならない。 

(5)提供したサービスに係る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会

が行う介護保険法第１７６条の調査に協力するとともに、国民健康保険団体連

合会から指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必

要な改善を行わなければならない。 

(6)国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、(5)の改善の内容を国

民健康保険団体連合会に報告しなければならない。 

地域との連携等 

【第 34条（準用基準第

61条）、予防第 39条】 

 

(1)事業者は、サービスの提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の

代表、市町村の職員又は地域包括支援センターの職員、認知症対応型通所介護

について知見を有する者等により構成される協議会（テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。ただし、利用者等が参加する場合にあって

は、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならな
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い。）（以下この項において「運営推進会議」という。）を設置し、おおむね６月

に１回以上、運営推進会議に対し、活動状況を報告し、運営推進会議による評

価を受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設け

なければならない。 

(2)事業者は、(1)の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成するとともに、

当該記録を公表しなければならない。 

(3)事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等と

の連携及び協力を行う等の地域との交流を図らなければならない。 

(4)事業者は、その事業の運営に当たっては、提供したサービスに関する利用者か

らの苦情に関して、市町村等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の

市町村が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

事故発生時の対応 

【第 35条（準用基準第

61条）、予防第 37条】 

(1) 事業者は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、保

険者等、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を

行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

(2)事業者は、(1)の事故の状況及び事故に際してとった処置について記録しなけ

ればならない。 

(3) 事業者は利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場

合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

(4) 事業者は、事故が生じた際にはその原因を解明し、再発生を防ぐための対策

を講じなければならない。 

※事故報告書の様式…次頁（ホームページにも掲載） 

虐待の防止 

【第 3条の 38の 2（準

用基準第 61条）、予防

第 37条の 2】 

 

※R6.4.1 より義務化 

 

 

 

 

 

 

 

事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講

じなければならない。 

①当該指定認知症対応型通所介護事業所における虐待の防止のための対策を検討

する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定

期的(年 1 回以上)に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底

を図ること。 

②当該指定認知症対応型通所介護事業所における虐待の防止のための指針を整備

すること。 

③当該指定認知症対応型通所介護事業所において、従業者に対し、虐待の防止の

ための研修を新規採用時(必ず)と定期的(年 1 回以上)に実施すること。 

④前 3号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

※担当者が置かれていることが確認できるよう、委員会の記録や指針等に記載        

すること。 

会計の区分 (1) 事業者は、事業所ごとに経理を区分するとともに、指定認知症対応型共同生
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【第 3条の 39（準用

基準第 61条）、予防

第 38条】 

活介護の事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければならない。 

(2) 具体的な会計処理の方法については、別に通知された「介護保険の給付対象

事業における会計の区分について」を参考として適切に行うこと。 

 

記録の整備 

【第 60条、予防第 40

条】 

 

 

 

 

 

 

 

(1)事業者は従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しなければならな

い。 

(2)事業者は、利用者に対するサービスの提供に関する次に掲げる記録を整備し、

その完結の日から２年間保存しなければならない。 

① 認知症対応型通所介護計画 

② 提供した具体的なサービスの内容等の記録 

③ 利用者の不正行為等に関する市町村への通知に係る記録 

④ 提供したサービスに係る苦情の内容等の記録 

⑤ 提供したサービスに係る事故の状況及び事故に際して採った処置について

の記録 

⑥ 運営推進会議への報告、運営推進会議からの評価、要望、助言等の記録 

(3) 自己評価及び外部評価の記録は、記録を完了した日から２年間保存しなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

 

 

  

事業者は常時使用する労働者に対し、１年以内毎に１回、定期に医師による健康診断を行わなければな

らない。また、夜勤者を含め深夜業務を含む業務に常時従事する労働者に対し、６月以内ごとに１回、

定期に医師による健康診断を行わなければならない。【根拠法令：労働安全衛生法第 66 条】 
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【参考】高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 

  （平成１８年４月１日施行） 

 

１．高齢者（この法律では６５歳以上の者と定義）虐待の定義 

身体的虐待 養護者や介護施設等の職員が、高齢者の身体に外傷を生じ、又は生じるおそ

れのある暴力を加えること。 

介護・世話の放棄、放

任(ネグレクト) 

養護者や介護施設等の職員が行う、高齢者を衰弱させるような著しい減食又

は長時間の放置。養護者が、養護者以外の同居人による虐待行為を放置する

など、養護を著しく怠ること。介護施設等の職員が、高齢者を養護すべき職

務上の義務を著しく怠ること。 

心理的虐待 養護者や介護施設等の職員が、高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的

な反応等、高齢者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。 

性的虐待 養護者や介護施設等の職員が、高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢

者をしてわいせつな行為をさせること。 

経済的虐待 養護者又は高齢者の親族若しくは介護施設等の職員が、高齢者の財産を不当

に処分することその他高齢者から不当に財産上の利益を得ること。 

 

２．関係者に課された義務等 

養介護施設の設置

者・管理者等 

養介護施設職員等の研修の実施、当該施設の利用者

及びその家族からの苦情の処理の体制の整備その他

の養介護施設職員等による高齢者虐待の防止等のた

めの措置を講ずるものとする。 

 

養介護施設の職員等 養護者や介護施設職員等による虐待を受けたと思わ

れる高齢者を発見した者は、当該高齢者の生命又は

身体に重大な危険が生じている場合は、速やかに、市

町村に通報しなければならない。重大な危険が生じ

ていない場合も、市町村への通報に努めなければな

らない。守秘義務に関する法律の規定は、通報（虚偽

及び過失を除く。）を妨げるものと解釈してはならな

い。 

通報をしたことを理

由として、解雇その

他不利益な取扱いを

受けない。 

※事業所内で、高齢者虐待発見時の対応マニュアルや連絡体制の整備をしておくこと。 
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  運営指導等での指摘事項 

【設備及び備品等】 

・事務所を他サービスと共同で使用しているが(介護予防)認知症対応型通所介護事業所の利用部

分が明確に区分されていない。 

 

【内容及び手続の説明及び同意】 

・重要事項説明書に提供するサービスの第三者評価の実施状況の有無の記載がない。 

・運営規程と重要事項説明書の整合性がとれていない。 

 

【受給資格等の確認】 

・認知症の診断があるか主治医意見書等で確認できない。 

 

【サービス提供の記録】 

・サービス開始時間や終了時間が明確に記載されてない等、具体的なサービスの記録がされてい

ない。 

・個人のケース記録に提供したサービス内容の記載はあるが利用者の心身の状態の記載が不足

している。 

 

【指定認知症対応型通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針】 

・屋外で行うサービスについて計画に位置付けられていないものがある。 

 

【認知症対応型通所介護計画の作成】 

・認知症対応型通所介護計画作成にあたり、課題分析(アセスメント)が行われていない。 

・認知症対応型通所介護計画の交付に関する記録が残されておらず、交付したことの確認が取れ

ない。 

・サービスの実施状況や評価について利用者又は家族に説明した記録がない。  

 

【運営規程】 

・虐待の防止のための措置に関する事項の記載がない。 

 

【従業者の員数、勤務体制の確保】 

・管理者が生活相談員と介護職員を兼務しているが、勤務表上で管理者としての勤務時間が位置

づけられていないなど、兼務の状況が不明瞭である。 

・事業所内での研修計画が作成されていない。研修資料の保管はあるが実施日や参加者の記録が

なく、また参加できなかった職員への対応(回覧等)が確認できない。 

・介護に直接携わる職員のうち、資格を有さない者で認知症介護基礎研修を受講していない職員

が見受けられる。 

 

【衛生管理等】 

・感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会が開催されていない。 

・感染症の予防及びまん延の防止のための指針が作成されていない。 

・感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を実施した記録がない。 
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【掲示】 

・掲示されている重要事項等の内容が古いままで最新のものになっていない。 

 

【地域との連携等】 

 ・運営推進会議を実施していない事業所がある。 

・運営推進会議の記録について、作成されているが、公表されていない。 

 

【事故発生時の対応】 

・事故等により、病院受診をしている利用者がいるが、市町に事故報告書の提出がされていない。 

 

【虐待の防止】 

・虐待の防止のための研修が実施されていない。 

 

【指針・マニュアル類】 

・事業所に沿った内容となっていない。 

・内容が古いままで最新のものになっていない。 
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Ⅱ．介護報酬算定に関する基準について 

 

〈 1. 認知症対応型通所介護費の基本報酬 について〉 

認知症対応型 

通所介護費 

（単独型） 

3時間以上 4時間未満 4 時間以上 5時間未満 5 時間以上 6時間未満 

要支援１    475 単位 

要支援２    526 単位 

要介護１    543 単位 

要介護２    597 単位 

要介護３    653 単位 

要介護４    708 単位 

要介護５    762 単位 

要支援１    497 単位 

要支援２    551 単位 

要介護１    569 単位 

要介護２    626 単位 

要介護３    684 単位 

要介護４    741 単位 

要介護５    799 単位 

要支援１    741 単位 

要支援２    828 単位 

要介護１    858 単位 

要介護２    950 単位 

要介護３    1040 単位 

要介護４    1132 単位 

要介護５    1225 単位 

6 時間以上 7時間未満 7 時間以上 8時間未満 8 時間以上 9時間未満 

要支援１    760 単位 

要支援２    851 単位 

要介護１    880 単位 

要介護２    974 単位 

 要介護３    1066 単位 

 要介護４    1161 単位 

要介護５    1256 単位 

要支援１    861 単位 

要支援２    961 単位 

要介護１    994 単位 

要介護２    1102 単位 

要介護３    1210 単位 

要介護４    1319 単位 

要介護５    1427 単位 

要支援１    888 単位 

要支援２    991 単位 

要介護１    1026 単位 

要介護２    1137 単位 

要介護３    1248 単位 

要介護４    1362 単位 

要介護５    1472 単位 

認知症対応型 

通所介護費 

（併設型） 

3時間以上 4時間未満 4 時間以上 5時間未満 5 時間以上 6時間未満 

要支援１    429 単位 

要支援２    476 単位 

要介護１    491 単位 

要介護２    541 単位 

要介護３    589 単位 

要介護４    639 単位 

要介護５    688 単位 

要支援１    449 単位 

要支援２    498 単位 

要介護１    515 単位 

要介護２    566 単位 

要介護３    618 単位 

要介護４    669 単位 

要介護５    720 単位 

要支援１    667 単位 

要支援２   743 単位 

要介護１    771 単位 

要介護２    854 単位 

要介護３    936 単位 

要介護４    1016 単位 

要介護５    1099 単位 

6 時間以上 7時間未満 7 時間以上 8時間未満 8 時間以上 9時間未満 

要支援１    684 単位 

要支援２    762 単位 

要介護１    790 単位 

要介護２    876 単位 

要介護３    960 単位 

要介護４    1042 単位 

要介護５    1127 単位 

要支援１    773 単位 

要支援２    864 単位 

要介護１    894 単位 

要介護２    989 単位 

要介護３    1086 単位 

要介護４    1183 単位 

要介護５    1278 単位 

要支援１    798 単位 

要支援２    891 単位 

要介護１    922 単位 

要介護２    1020 単位 

要介護３    1120 単位 

要介護４    1221 単位 

要介護５    1321 単位 
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認知症対応型 

通所介護費 

（共用型） 

3 時間以上 4時間未満 4 時間以上 5時間未満 5 時間以上 6時間未満 

要支援１    248 単位 

要支援２    262 単位 

要介護１    267 単位 

要介護２    277 単位 

要介護３    286 単位 

要介護４    295 単位 

要介護５    305 単位 

要支援１    260 単位 

要支援２    274 単位 

要介護１    279 単位 

要介護２    290 単位 

要介護３    299 単位 

要介護４    309 単位 

要介護５    319 単位 

要支援１    413 単位 

要支援２    436 単位 

要介護１    445 単位 

要介護２    460 単位 

要介護３    477 単位 

要介護４    493 単位 

要介護５    510 単位 

6 時間以上 7時間未満 7 時間以上 8時間未満 8 時間以上 9時間未満 

要支援１    424 単位 

要支援２    447 単位 

要介護１    457 単位 

要介護２    472 単位 

要介護３    489 単位 

要介護４    506 単位 

要介護５    522 単位 

要支援１    484 単位 

要支援２    513 単位 

要介護１    523 単位 

要介護２    542 単位 

要介護３    560 単位 

要介護４    578 単位 

要介護５    598 単位 

要支援１   500 単位 

要支援２   529 単位 

要介護１    540 単位 

要介護２    559 単位 

要介護３    578 単位 

要介護４    597 単位 

要介護５    618 単位 

 

◆併算定不可のサービス 

利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施設入居者生活介護又は小規模多機能型居

宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護若しくは複合型サービスを受けている間は、認知症対応型通所介護費は、算定しない。 

 

◆所要時間による区分の取扱い 

所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、認知症対応型通所介護計画に位置付けられた

内容の認知症対応型通所介護を行うための標準的な時間によることとされたところであり、単に、当日の

サービス進行状況や利用者の家族の出迎え等の都合で、当該利用者が通常の時間を超えて事業所にいる場

合には、認知症対応型通所介護のサービスが提供されているとは認められないものであること。したがっ

て、この場合は当初計画に位置付けられた所要時間に応じた所定単位数が算定されるものであること（こ

のような家族等の出迎え等までの間の「預かり」サービスについては、利用者から別途利用料を徴収して

差し支えない）。また、ここでいう認知症対応型通所介護を行うのに要する時間には、送迎に要する時間

は含まれないものであるが、送迎時に実施した居宅内での介助等（着替え、ベッド・車椅子への移乗、戸

締まり等）に要する時間は、次のいずれの要件も満たす場合、1日 30 分以内を限度として、認知症対応

型通所介護を行うのに要する時間に含めることができる。 

① 居宅サービス計画及び認知症対応型通所介護計画に位置付けた上で実施する場合 

② 送迎時に居宅内の介助等を行う者が、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了

者、1級課程修了者、介護職員初任者研修修了者（2級課程修了者を含む。）、看護職員、機能訓練

指導員又は当該事業所における勤続年数と同一法人の経営する他の介護サービス事業所、医療機関、

社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員としての勤続年数の合計が 3年以上の

介護職員である場合 

これに対して、当日の利用者の心身の状況や降雪等の急な気象状況の悪化等により、実際の認知症対応型

通所介護の提供が認知症対応型通所介護計画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった場合には認知症対
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応型通所介護計画上の単位数を算定して差し支えない。なお、認知症対応型通所介護計画上の所要時間よ

りも大きく短縮した場合には、認知症対応型通所介護計画を変更のうえ、変更後の所要時間に応じた単位

数を算定すること。 

なお、同一の日の異なる時間帯に複数の単位（指定地域密着型サービス第 42条に規定する指定認知症対

応型通所介護の単位をいう。以下同じ。）を行う事業所においては、利用者が同一の日に複数の指定認知

症対応型通所介護の単位を利用する場合には、それぞれの認知症対応型通所介護の単位について所定単位

数が算定されること。 

 

◆2 時間以上 3時間未満の認知症対応型通所介護を行う場合の取扱い 

2時間以上3時間未満のサービスを行う場合は、4時間以上5時間未満の所定単位数に63%をかけた単位数を

算定。 

 

2 時間以上 3時間未満の認知症対応型通所介護の単位数を算定できる利用者は、心身の状況から、長時間

のサービス利用が困難である者、病後等で短時間の利用から始めて長時間利用に結びつけていく必要があ

る者など、利用者側からのやむを得ない事情により長時間のサービス利用が困難であるものであること。

なお、2時間以上 3時間未満の認知症対応型通所介護であっても、認知症対応型通所介護の本来の目的に

照らし、単に入浴サービスのみといった利用は適当ではなく、利用者の日常生活動作能力などの向上のた

め、日常生活を通じた機能訓練等が実施されるべきものであること。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 15年 6月 30 日） 

（答）施設サービスや短期入所サービスにおいても機能訓練やリハビリテーションを行えることから、入所

（入院）日や退所（退院）日に通所サービスを的に機会的に組み込むことは適正でない。例えば、施設   

サービスや短期入所サービスの退所（退院）日において、利用者の家族の出迎えや送迎等の都合で、当

該施設・事業所内の通所サービスに供する食堂、機能訓練室などにいる場合は、通所サービスが提供さ

れているとは認められないため、通所サービス費を算定できない。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 24年 3月 16 日） 

（答）所要時間による区分は現に要した時間ではなく、通所サービス計画に位置付けられた通所サービスを

行うための標準的な時間によることとされており、例えば通所介護計画に位置付けられた通所介護の内

容が７時間以上９時間未満であり、当該通所介護計画書どおりのサービスが提供されたのであれば、７

時間以上９時間未満の通所介護費を請求することになる。 

ただし、通所サービスの提供の開始に際しては、あらかじめ、サービス提供の内容や利用料等の重要事

項について懇切丁寧に説明を行い同意を得ることとなっていることから、利用料に応じた、利用者に説

明可能なサービス内容となっている必要があることに留意すること。 

  （注：所要時間による区分は現行と異なる） 

（問）各所要時間区分の通所サービス費を請求するにあたり、サービス提供時間の最低限の所要時間はあ

るのか。 

（問）施設サービスや短期入所サービスの入所（入院）日や退所（退院）日に通所サービスを算定できる

か。 
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Ｑ＆Ａ（平成 24年 3月 16 日） 

（答）通所サービスの所要時間については、現に要した時間ではなく、通所サービス計画に位置付けられた

内容の通所サービスを行うための標準的な時間によることとされている。 

こうした趣旨を踏まえ、例えば７時間以上９時間未満のサービスの通所介護計画を作成していた場合

において、当日の途中に利用者が体調を崩したためにやむを得ず６時間でサービス提供を中止した場合

に、当初の通所介護計画による所定単位数を算定してもよいとした。（ただし、利用者負担の軽減の観

点から、５時間以上７時間未満の所定単位数を算定してもよい。）こうした取り扱いは、サービスのプ

ログラムが個々の利用者に応じて作成され、当該プログラムに従って、単位ごとに効果的に実施されて

いる事業所を想定しており、限定的に適用されるものである。 

当初の通所介護計画に位置付けられた時間よりも大きく短縮した場合は、当初の通所介護計画を変更

し、再作成されるべきであり、変更後の所要時間に応じた所定単位数を算定しなければならない。 

 

（例） 

① 利用者が定期健診などのために当日に併設保険医療機関の受診を希望することにより６時間程度のサー

ビスを行った場合には、利用者の当日の希望を踏まえて当初の通所サービス計画を変更し、再作成され

るべきであり、６時間程度の所要時間に応じた所定単位数を算定する。 

② 利用者の当日の希望により３時間の入浴のみのサービスを行った場合には、利用者の当日の希望を踏ま

えて当初の通所サービス計画を変更し、再作成するべきであり、３時間程度の所要時間に応じた所定単

位数を算定する。 

③ ７時間以上９時間未満の通所介護を行っていたが、当日利用者の心身の状況から１～２時間で中止した

場合は当初の通所サービス計画に位置付けられていた時間よりも大きく短縮しているため当日のキャン

セルとして通所介護費を算定できない。 

（注：所要時間による区分は現行と異なる） 

 

Ｑ＆Ａ（平成 24年 3月 30 日） 

（答）各利用者の通所サービスの所要時間は、心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて作成

される通所サービス計画に位置付けられた内容によって個別に決まるものであり、各利用者の所要時間

に応じた区分で請求することとなる。運営規程や重要事項説明書に定める事業所におけるサービス時間

は、これらを踏まえて適正に設定する必要がある。 

（注：所要時間による区分は現行と異なる） 

 

Ｑ＆Ａ（平成 15年 5月 30 日） 

（答）併設医療機関等における保険請求が優先され、通所サービスについては変更後の所要時時間に応じた

所定単位数を算定しなければならない。 

（問）「当日の利用者の心身の状況から、実際のサービスの提供が通所サービス計画上の所要時間よりも

やむを得ず短くなった場合には通所サービス計画上の単位数を算定して差し支えない。」とされて

いるが、具体的にどのような内容なのか。 

（問）所要時間区分（５時間以上７時間未満、７時間以上９時間未満等）はあらかじめ事業所が確定させ

ておかなければならないのか。 

（問）緊急やむを得ない場合における併設医療機関（他の医療機関を含む）の受診による通所サービスの

利用の中止について 
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Ｑ＆Ａ（平成 24年 3月 16 日） 

（答）日中と夕方に行われるそれぞれのプログラムが個々の利用者に応じて作成され、当該プログラムに 

従って、単位ごとに効果的に実施されている場合は、それぞれの単位について算定できる。この場合

も、１日につき算定することとされている加算項目は当該利用者についても当該日に１回限り算定で

きる。 

単に日中の通所介護の延長として夕方に通所介護を行う場合は、通算時間は１２時間として、所要時

間７時間以上９時間未満の通所介護費に３時間分の延長サービスを加算してする算定する。 

（注：所要時間による区分は現行と異なる） 

 

Ｑ＆Ａ（平成 27年 4月 1日） 

（答）１ 通所介護等の居宅内介助については、独居など１人で身の回りの支度ができず、介助が必要とな

る場合など個別に必要性を判断の上、居宅サービス計画及び個別サービス計画に位置付けて実施す

るものである。 

２ 現在、訪問介護が行っている通所サービスの送迎前後に行われている介助等について、一律に通

所介護等で対応することを求めているものではない。 

例えば、食事介助に引き続き送迎への送り出しを行うなど訪問介護による対応が必要な利用者まで

も、通所介護等での対応を求めるものではない。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 27年 4月 1日） 

（答）対象となる。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 27年 4月 1日） 

（答）個別に送迎する場合のみに限定するものではないが、居宅内介助に要する時間をサービスの提供時間

に含めることを認めるものであることから、他の利用者を送迎時に車内に待たせて行うことは認めら

れない。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 27年 4月 1日） 

（問）送迎時に居宅内で介助した場合は３０分以内であれば所要時間に参入してもよいとあるが、同一建

物又は同一敷地内の有料老人ホーム等に居住している利用者へ介護職員が迎えに行き居宅内介助

した場合も対象とすることでよいか。 

（問）送迎時における居宅内介助等については、複数送迎する場合は、車内に利用者を待たせることにな

るので、個別に送迎する場合のみが認められるのか。 

（問）７時間の通所介護に引き続いて５時間の通所介護を行った場合は、それぞれの通所介護費を算定で

きるのか。 

（問）デイサービス等への送り出しなどの送迎時における居宅内介助等について、通所介護事業所等が対

応できない場合は、訪問介護の利用は可能なのか。居宅内介助等が可能な通所介護事業所等を探す

必要があるのか。 

（問）居宅内介助等を実施した時間を所要時間として、居宅サービス計画及び個別サービス計画に位置づ

けた場合、算定する報酬区分の所要時間が利用者ごとに異なる場合が生じてもよいか。 
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（答）サービスの提供に当たっては、サービス提供の開始・終了タイミングが利用者ごとに前後することは

あり得るものであり、単位内でサービスの提供時間の異なる場合が生じても差し支えない。 

 

〈 2. 認知症対応型通所介護費の減算について〉 

○定員超過利用時の減算 

 次の計算により当該事業所の入居者数が利用定員を超える場合、次により単位数を算定する。 

１月間のサービス利用者の延べ人数 

１月間のサービス提供日数 

 

・対象期間 ： 定員超過利用の発生月の翌月～定員超過利用の解消月 

・減算対象 ： 入居者全員 

・減算方法 ： 所定単位数×７０％で算定 

※上記の減算判定式と運営基準の「定員の遵守」は異なる考え方であり、ひと月の平均では利用定員を

超えなくても、1日に定員を超えて受け入れることは運営基準違反となる。定員超過利用が継続する

場合には、その解消に向けて、指導を行うが、当該指導に従わず、定員超過利用が２月以上継続する

場合には、特別な事情（災害、虐待の受入れ等）がある場合を除き、指定の取消し等を検討するもの

となる。 

 

○看護・介護職員の人員基準欠如時の減算 

当該月に配置された職員の勤務延べ時間数 

当該月に配置すべき職員の勤務延べ時間数 

 

①人員基準上、必要な人数から１割を超えて減少した場合 

・対象期間 ： 人員基準欠如の発生月の翌月～人員基準欠如の解消月 

・対 象 者 ： 利用者等の全員 

・減算方法 ： 所定単位数×７０％で算定 

②１割以内で減少した場合 

・対象期間 ： 人員基準欠如の発生月の翌々月～人員基準欠如の解消月 

・対 象 者 ： 利用者等の全員 

・減算方法 ： 所定単位数×７０％で算定 

   ※翌月の末日で、人員基準を満たす場合は減算しない。 

※従業者に欠員が出た場合だけでなく、病欠の場合も減算になる。 

 

○看護・介護職員以外の人員基準欠如時の減算 

   ・対象期間 ： 人員基準欠如の発生月の翌々月～人員基準欠如の解消月 

・対 象 者 ： 利用者等の全員 

・減算方法 ： 所定単位数×７０％で算定 

※翌月の末日で、人員基準を満たす場合は減算しない。 

＞ 利用定員 ※小数点以下を切り上げる。 

＞ 利用定員 ※小数点以下を切り上げる。 
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○同一建物に居住する利用者等に対する減算  ９４単位／日 

事業所と同一建物に居住する者、又は同一建物から事業所に通う者に対しサービス提供を行った場合は、１

日につき９４単位を所定単位数から減算する。 

 

 

○送迎を行わない場合の減算について  ４７単位／片道 

利用者に対して、居宅と認知症対応通所介護事業所との間の送迎を行わない場合（利用者が自ら通

う場合、家族が送迎を行う場合等）は、片道につき４７単位を所定単位数から減算する。 

 

※ただし、同一建物に居住する利用者等に対する減算の対象となっている場合には当該減算の対象とは

ならない。 

※送迎の有無に関しては、送迎記録等で、実際の送迎の有無を確認の上、送迎を行っていなければ

減算となる。送迎の記録（送迎者、送迎時間・手段等）を整備しておくこと。 

 

◆ 送迎に係る取り扱いについて 

送迎先について利用者の居住実態のある場所を含めるとともに、他の介護事業所や障害福祉サービス事業

所の利用者と同乗させることができる。 

 

① 運営上支障がなく、利用者の居住実態（近隣の親戚の家等）がある場所に限り、当該場所への送迎がで

きる。 

② 介護サービス事業所において、他事業所の従業員が自事業所と雇用契約を結び、自事業所の従業員とし

て送迎を行う場合や、委託契約において送迎業務を委託している場合（共同での委託を含む）には、責

任の所在等を明確にした上で、他事業所の利用者と同乗することができる。 

③ 障害福祉サービス事業所が介護サービス事業所と雇用契約や委託契約（共同での委託を含む）を結んだ

【同一建物の定義】 

・事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物を指すものであり、具体的には、当該建物の１階部分に

認知症対応通所介護事業所がある場合や、当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合が該当し、同一

敷地内にある別棟の建築物や道路を挟んで隣接する場合は該当しない。 

また、ここでいう同一建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該事業所の事業者と異なる

場合であっても該当するものであること。 

 

【減算しない場合】 

・なお、傷病により一時的に送迎が必要であると認められる利用者その他やむを得ない事情により送迎

が必要と認められる利用者に対して送迎を行った場合は、例外的に減算対象とならない。具体的には、

傷病により一時的に歩行困難となった者又は歩行困難な要介護者であって、かつ建物の構造上、自力

での通所が困難である者に対し、２人以上の従業者が、利用者の居住する場所と当該認知症対応型通

所介護事業所間の往復の移動を介助した場合に限られること。ただし、この場合、２人以上の従業者

による移動介助を必要とする理由や移動介助の方法及び期間について、介護支援専門員とサービス担

当者会議等で慎重に検討し、その内容及び結果について認知症対応型通所介護計画に記載すること。

また、移動介助者及び移動介助時の利用者の様子等について、記録しなければならない。 
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場合においても、責任の所在等を明確にした上で、障害福祉サービス事業所の利用者も同乗することが

できる。 

（注：この場合の障害福祉サービス事業所とは、同一敷地内事業所や併設、隣接事業所など、利用者の利便

性を損なわない範囲内の事業所とする） 

 

Ｑ＆Ａ（平成 27年 4月 1日） 

（答）宿泊サービスを利用するしないにかかわらず、送迎していなければ減算となる。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 27年 4月 1日） 

（答）送迎減算の有無に関しては、個別サービス計画上、送迎が往復か片道かを位置付けさせた上で、実際

の送迎の有無を確認の上、送迎を行っていなければ減算となる。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 27年 4月 30 日） 

（答）同一建物減算については、事業所と同一建物に居住する者又は事業所と同一建物から事業所に通うも

のについて適用するものであるため、送迎減算が適用される。 

なお、初日と最終日についても片道の送迎を実施していないことから、送迎減算が適用される。 

 

○高齢者虐待防止措置未実施減算 

以下の基準に適合していない場合は、所定単位数の 100 分の 1に相当する単位数を減算する。 

① 高齢者虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的(年1回以上)に開催するとともに、その結果に

ついて従業者に周知を図ること。 

② 虐待の防止のための指針を整備すること。 

③ 虐待の防止のための研修を定期的(年１回以上)実施すること。 

④ 上記①～③の措置を適正に実施するための担当者を置くこと。 

 

※いずれかに適合しない事実が生じた場合、速やかに改善計画を市町村長に提出し、事実が生じた月から３

月後に改善計画に基づく改善状況を市町村長に報告すること 

 

 ・対象期間 ： 事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間 

 ・対象者  ： 利用者全員 

（問）指定通所介護事業所等の設備を利用した宿泊サービスを利用する場合の送迎減算の考え方如何。 

（問）送迎減算は、個別サービス計画上、送迎が往復か片道かを位置付けさせた上で行うことになるため、

利用者宅に迎えに行ったが、利用者や家族等の都合で結果的に利用者の家族等が、事業所まで利用

者を送った場合には、減算の対象とならないのか。 

（問）指定通所介護事業所等の設備を利用した宿泊サービスを連続して利用する場合に、初日と最終日を

除き、行き帰りの送迎を実施しないことになるが、送迎減算と同一建物減算のどちらが適用される

のか。 
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○業務継続計画未策定減算 

以下の基準に適合していない場合は、所定単位数の100 分の１に相当する単位数を減算する。 

①感染症や非常災害の発生時において、業務継続計画を策定し、必要な措置を講じること。 

(業務継続計画の周知、研修、訓練及び定期的な業務継続計画の見直しの実施の有無は減算の算定要件ではない。) 

※経過措置として、令和７年３月31 日までの間、感染症の予防及びまん延防止のための指針及び非常災害

に関する具体的計画を策定している場合には、当該減算は適用しないが、義務となっていることを踏ま

え、速やかに作成すること。 

 

 ・対象期間 ：事実が生じた翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月の初日である場合は当該月）か 

ら基準に満たない状況が解消されるに至った月まで 

 ・対象者  ：利用者全員 

 

〈 3. 認知症対応型通所介護費の加算等について 〉 

◆利用者減少時の取り扱いについて 

感染症又は災害（厚生労働大臣が認めるものに限る。）の発生を理由とする利用者数の減少が生じ、当 

該月の利用者数の実績が当該月の前年度における月平均の利用者数よりも１００分の５以上減少している 

場合に、市町村長に届け出た指定認知症対応型通所介護事業所において、指定認知症対応型通所介護を行っ

た場合には、利用者数が減少した月の翌々月から３月以内に限り、１回につき所定単位数の１００分の３に

相当する単位数を所定単位数に加算する。ただし、利用者数の減少に対応するための経営改善に時間を要す

ることその他の特別の事情があると認められる場合は、当該加算の期間が終了した月の翌月から３月以内に

限り、引き続き加算することができる。 

 

○延長加算 

８時間以上９時間未満の通所介護の前後に連続して日常生活上の世話を行った場合に、通算した時間が９時

間以上の部分について 5時間を限度に加算を行う。 

※延長時間帯の人員配置は、事業所の実情に応じて適当数の人員配置で差し支えないが、安全体制の確

保に留意すること。 

※利用者が、当該事業所での利用後に引き続き当該事業所の設備を利用して宿泊する場合や、宿泊した

翌日において当該事業所の地域密着型通所介護の提供を受ける場合には延長加算の算定不可。 

※９時間の通所介護等の前後に送迎を行い、居宅内介助等を実施する場合も延長加算は算定可。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 24年 3月 16 日） 

9 時間以上 10 時間未満：50単位    10 時間以上 11時間未満：100 単位 

11 時間以上 12時間未満：150 単位   12 時間以上 13時間未満：200 単位 

13 時間以上 14時間未満：250 単位 

（問）延長加算の所要時間はどのように算定するのか。 
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（答）延長加算は、実際に利用者に対して延長サービスを行うことが可能な事業所において、実際に延長サ

ービスを行ったときに、当該利用者について算定できる。 

通所サービスの所要時間と延長サービスの所要時間の通算時間が、例えば通所介護の場合であれば９

時間以上となるときに１時間ごとに加算するとしているが、ごく短時間の延長サービスを算定対象とす

ることは当該加算の趣旨を踏まえれば不適切である。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 24年 3月 16 日） 

（答） 通常要する時間を超えた場合にかかる利用料については、例えば通所介護においてはサービス提供

時間が９時間未満において行われる延長サービスやサービス提供時間が１４時間以上において行われ

る延長サービスについて徴収できる。また、サービス提供時間が１４時間未満において行われる延長

サービスについて延長加算にかえて徴収できる。このとき当該延長にかかるサービス提供について届

出は必要ない。 

ただし、同一時間帯について延長加算に加えて利用料を上乗せして徴収することはできない。 

（参考）通所介護における延長加算および利用料の徴収の可否 

提供時間 ～7 7～8 8～9 9～10 10～11 11～12 12～13 14～15 

例①          

例②          

例③         

（注：所要時間による区分は現行と異なる） 

例① サービス提供時間が９時間で５時間延長の場合（９時間から１４時間が延長加算の設定） 

例② サービス提供時間が８時間で６時間延長の場合（８時間から９時間の間は利用料、９時間から

１４時間が延長加算の設定） 

例③ サービス提供時間が８時間で７時間延長の場合（８時間から９時間及び１４時間から１５時間

の間は利用料、９時間から１４時間が延長加算の設定） 

 

 

○入浴介助加算 

イ 入浴介助加算（Ⅰ）  ４０単位／日 

 

 

 

 

 

（問）延長加算と延長サービスにかかる利用料はどういう場合に徴収できるのか。 

介護報酬 延長加算 

介護報酬 利用料 延長加算 

介護報酬 利用料 延長加算 利用料 

① 入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して行われる入浴介助であること。 

② 入浴介助に関わる職員に対し、入浴介助に関する研修等を行うこと。 
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ロ 入浴介助加算（Ⅱ）  ５５単位／日 

 

【留意事項】 

ア 入浴介助加算(Ⅰ)について    

① 入浴介助加算Ⅰは、入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合について算定されるものである（大臣基準

告示第14号の5）が、この場合の「観察」とは、自立生活支援のための見守り的援助のことであり、利用者の

自立支援や日常生活動作能力などの向上のために、極力利用者自身の力で入浴し、必要に応じて介助、転倒

予防のための声かけ、気分の確認などを行うことにより、結果として、身体に直接接触する介助を行わなか

った場合についても、加算の対象となるものであること。なお、この場合の入浴には、利用者の自立生活を

支援する上で最適と考えられる入浴手法が、部分浴（シャワー浴含む）等である場合は、これを含むものと

する。  

② 入浴介助に関する研修とは、入浴介助に関する基礎的な知識及び技術を習得する機会を指すものとする。  

③ 認知症対応型通所介護計画上、入浴の提供が位置付けられている場合に、利用者側の事情により、入浴を施

しなかった場合については、加算を算定できない。  

① 入浴介助加算(Ⅰ)の要件に適合していること。 

② 医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護支援専門員又は利用者の動作及び浴室

の環境の評価を行うことができる福祉用具専門相談員、機能訓練指導員、地域包括支援センター

の職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験を有する者（以下「医師等」という。）が、

利用者の居宅を訪問し、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を評価し、かつ、当該訪

問において、当該居宅の浴室が、当該利用者自身又は家族等の介助により入浴を行うことが難し

い環境にあると認められる場合は、訪問した医師等が、介護支援専門員・福祉用具専門相談員と

連携し、福祉用具の貸与・購入・住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行うこと。ただし、

医師等による利用者の居宅への訪問が困難な場合には、医師等の指示の下、介護職員が利用者の

居宅を訪問し、情報通信機器等を活用して把握した浴室における当該利用者の動作及び浴室の環

境を踏まえ、医師等が当該評価・助言を行っても差し支えないものとする。 

③ 当該事業所の機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下「機能訓練

指導員等」という。）が共同して、医師等との連携の下で、利用者の身体の状況、訪問により把握

した居宅の浴室の環境等を踏まえて個別の入浴計画を作成すること。ただし、個別の入浴計画に

相当する内容を通所介護計画に記載することをもって個別の入浴計画の作成に代えることができ

る。 

④ ③の入浴計画に基づき、個浴（個別の入浴をいう。）又は利用者の居宅の状況に近い環境（利用

者の居宅の浴室の手すりの位置や、使用する浴槽の深さ及び高さ等に合わせて、当該事業所の浴

室に福祉用具等を設置することにより、利用者の居宅の浴室の状況を再現しているものいう。）

で、入浴介助を行うこと。 
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イ 入浴介助加算（Ⅱ）について  

① ア①から③までを準用する。この場合において、ア①の「入浴介助加算（Ⅰ）」は、「入浴介助加算

(Ⅱ)」に読み替えるものとする。  

② 入浴介助加算（Ⅱ）は、利用者が居宅において、自身で又は家族若しくは居宅で入浴介助を行うことが

想定される訪問介護員等（以下（８）において「家族・訪問介護員等」という。）の介助によって入浴

ができるようになることを目的とし、以下ａ～ｃを実施することを評価するものである。なお、入浴介

助加算（Ⅱ）の算定に関係する者は、利用者の状態に応じ、自身で又は家族・訪問介護員等の介助によ

り尊厳を保持しつつ入浴ができるようになるためには、どのような介護技術を用いて行うことが適切で

あるかを念頭に置いた上で、ａ～ｃを実施する。  

ａ 医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護支援専門員又は利用者の動作及び浴室の環境の評

価を行うことができる福祉用具専門相談員、機能訓練指導員、地域包括支援センターの職員その他住宅改修

に関する専門的知識及び経験を有する者（以下、「医師等」という。）が利用者の居宅を訪問（個別機能訓

練加算を取得するにあたっての訪問等を含む。）し、利用者の状態をふまえ、浴室における当該利用者の動

作及び浴室の環境を評価する。その際、当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に係る適切な介護技

術に基づいて、利用者の動作を踏まえ、利用者自身で又は家族・訪問介護員等の介助により入浴を行うこと

が可能であると判断した場合、認知症対応型通所介護事業所に対しその旨情報共有する。また、当該利用者

の居宅を訪問し評価した者が、認知症対応型通所介護事業所の従業者以外の者である場合は、書面等を活用

し、十分な情報共有を行うよう留意すること。  

（※）当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に係る適切な介護技術に基づいて、利用者の動作を踏ま

え、利用者自身で又は家族・訪問介護員等の介助により入浴を行うことが難しいと判断した場合は、指定居

宅介護支援事業所の介護支援専門員又は指定福祉用具貸与事業所若しくは指定特定福祉用具販売事業所の福

祉用具専門相談員と連携し、利用者及び当該利用者を担当する介護支援専門員等に対し、福祉用具の貸与若

しくは購入又は住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行う。  

なお、医師等が訪問することが困難な場合には、医師等の指示の下、介護職員が居宅を訪問し、情報通信機

器等を活用して把握した浴室における利用者の動作及び浴室の環境を踏まえ、医師等が評価及び助言を行う

こともできることとする。ただし、情報通信機器等の活用については、当該利用者等の同意を得なければな

らないこと。また、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取

扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守す

ること。  

ｂ 認知症対応型通所介護事業所の機能訓練指導員等が共同して、利用者の居宅を訪問し評価した者との連携の

下で、当該利用者の身体の状況や訪問により把握した利用者の居宅の浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計

画を作成する。なお、個別の入浴計画に相当する内容を認知症対応型通所介護計画の中に記載する場合は、

その記載をもって個別の入浴計画の作成に代えることができるものとする。 

ｃ ｂの入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境にて、入浴介助を行う。なお、利用者

の居宅の浴室の状況に近い環境については、大浴槽等においても、手すりなど入浴に要する福祉用具等を活

用し、浴室の手すりの位置や使用する浴槽の深さ及び高さ等を踏まえることで、利用者の居宅の浴室環境の

状況を再現していることとして差し支えないこととする。また、入浴介助を行う際は、関係計画等の達成状

況や利用者の状態をふまえて、自身で又は家族・訪問介護員等の介助によって入浴することができるように

なるよう、必要な介護技術の習得に努め、これを用いて行われるものであること。なお、必要な介護技術の

習得にあたっては、既存の研修等を参考にすること。 
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Ｑ＆Ａ（令和3 年4 月26 日） 

（答）利用者の自宅（高齢者住宅（居室内の浴室を使用する場合のほか、共同の浴室を使用する場合も含む。）

を含む。）のほか、利用者の親族の自宅が想定される。なお、自宅に浴室ない等、具体的な入浴場面を想

定していない利用者や、本人が希望する場所で入浴するには心身機能の大幅な改善が必要となる利用者に

あっては、以下①～⑤をすべて満たすことにより、当面の目標として通所介護等での入浴の自立を図るこ

とを目的として、同加算を算定することとしても差し支えない。 

① 通所介護等事業所の浴室において、医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士、介護支援専門員等（利 

(ア) 用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専門相談員、機能訓練指導員を含む。）

が利用者の動作を評価する。 

②  通所介護等事業所において、自立して入浴することができるよう必要な設備（入浴に関する福祉用具等）

を備える。 

③  通所介護等事業所の機能訓練指導員等が共同して、利用者の動作を評価した者等との連携の下で、当該利

用者の身体の状況や通所介護等事業所の浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計画を作成する。なお、個別

の入浴計画に相当する内容を通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別の入浴計画の作

成に代えることができるものとする。 

④  個別の入浴計画に基づき、通所介護等事業所において、入浴介助を行う。 

⑤  入浴設備の導入や心身機能の回復等により、通所介護等以外の場面での入浴が想定できるようになってい

るかどうか、個別の利用者の状況に照らし確認する。 

 

Ｑ＆Ａ（令和 3 年 4 月 26 日） 

（答）例えば、利用者の居宅の浴室の手すりの位置や浴槽の深さ・高さ等にあわせて、可動式手すり、浴槽

内台、すのこ等を設置することにより、利用者の居宅の浴室の状況に近い環境が再現されていれば、

差し支えない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問） 入浴介助加算（Ⅱ）は、利用者が居宅において利用者自身で又は家族等の介助により入浴を行

うことができるようになることを目的とするものであるが、この場合の「居宅」とはどのような場所

が想定されるのか。 

（問） 入浴介助加算（Ⅱ）については、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境（手すりなど入

浴に要する福祉用具等を活用し利用者の居宅の浴室の環境を個別に模したもの）にて、入浴介助を行う

こととなっているが、例えばいわゆる大浴槽に福祉用具等を設置すること等により利用者の居宅の浴室

の状況に近い環境を再現することとしても差し支えないのか。 
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○中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算 

事業者が運営規程に定めている通常の事業実施地域を越えて、中山間地域等に居住する者へサービスを提

供した場合、所定単位数の５％を所定単位数に加算する。 

 

※この加算を算定する場合、運営規程に規定する通常の 

事業実施地域を超える利用者から交通費の支払いを 

受けることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ＆Ａ（平成 21年 3月 23 日） 

（答）該当期間のサービス提供分のみ加算の対象となる。 

 

  

「中山間地域等」 

半島振興法、特定農山村法、山村振興法、離島振興

法、沖縄振興特別措置法、奄美群島振興開発特別措置

法、小笠原諸島振興開発特別措置法、過疎地域自立促

進特別措置法、豪雪地帯対策特別措置法、辺地に係る

公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に

関する法律に指定されている地域。 

（右表のとおり） 

 

（問）月の途中において、転居等により中山間地域等かつ実施地域内からそれ以外の地域（又はその逆）

に居住地が変わった場合、実際に中山間地域等かつ通常の実施地域外に居住している期間のサービ

ス提供分のみ加算の対象となるのか。あるいは、当該月の全てのサービス提供分が加算の対象とな

るのか。 

半 特 過 辺 離 山

（旧唐津市） ○

大良 ○

後川内 ○

梨川内 ○

神集島 ○ ○

高島 ○ ○

（旧浜玉町） ○

鳥巣 ○

（旧厳木町） ○

天川 ○

（旧相知町） ○

蕨野・池 ○

（旧北波多村）

（旧肥前町） ○ ○ ○

向島 ○ ○

（旧鎮西町） ○ ○ ○

加唐島 ○ ○

馬渡島 ○ ○

松島 ○ ○

（旧呼子町） ○ ○

小川島 ○ ○

（旧七山村） ○ ○ ○

中山間地域等提供加算
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○生活機能向上連携加算 

以下の要件に適合し、利用者に対して機能訓練を行っている場合には、次に掲げる単位数を所定単位数に

加算する。 

 

(1) 生活機能向上連携加算（Ⅰ） １００単位／月 

 

(2) 生活機能向上連携加算（Ⅱ） ２００単位／月 

※（Ⅰ）と（Ⅱ）の併算定は不可 

 

【留意事項】 

① 生活機能向上連携加算（Ⅰ）  

イ 生活機能向上連携加算(Ⅰ)は、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又は

リハビリテーションを実施している医療提供施設（病院にあっては、許可病床数が２００床未満のもの又は当

該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る。以下この⑿において同じ。）

の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下この（１２）において「理学療法士等」という。）の

助言に基づき、当該指定認知症対応型通所介護事業所の機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員そ

の他の職種の者（以下「機能訓練指導員等」という。）が共同してアセスメント、利用者の身体の状況等の評

価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。その際、理学療法士等は、機能訓練指導員等に対し、日常

イ 生活機能向上連携加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること 

① 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーショ

ンを実施している医療提供施設（病院にあっては、許可病床数が 200 床未満のもの又は当該病院

を中心とした半径 4 キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る。以下同じ。）の理学療法

士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下この号において「理学療法士等」という。）の助言に

基づき、当該指定認知症対応型通所介護事業所又は通所型サービス事業所の機能訓練指導員等(機

能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者)が共同して利用者の身体状況

等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。 

② 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項目

を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。 

③ ①の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を 3 月ごとに 1 回以上評価し、利用者又はそ

の家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じて訓練内

容の見直し等を行っていること。 

ロ 生活機能向上連携加算（Ⅱ） 次のいずれにも適合すること 

① 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーシ

ョンを実施している医療提供施設の理学療法士等が、当該指定認知症対応型通所介護事業所を

訪問し、当該事業所の機能訓練指導員等が共同して利用者の身体状況等の評価及び個別機能訓

練計画の作成を行っていること。 

② 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項

目を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供している

こと。 

③ ①の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を 3 月ごとに 1 回以上評価し、利用者又は

その家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じて訓

練内容の見直し等を行っていること。 
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生活上の留意点、介護の工夫等に関する助言を行うこと。この場合の「リハビリテーションを実施している医

療提供施設」とは、診療報酬における疾患別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又

は介護老人保健施設若しくは介護医療院であること。  

ロ 個別機能訓練計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事

業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等は、当該利用者のＡＤＬ（寝返り、

起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況

等）に関する状況について、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリ

ハビリテーションを実施している医療提供施設の場において把握し、又は、指定認知症対応型通所介護事業所

の機能訓練指導員等と連携してＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いて把握した上で、当該指定認知症対

応型通所介護事業所の機能訓練指導員等に助言を行うこと。なお、ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用い

る場合においては、理学療法士等がＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に把握することが

できるよう、理学療法士等と機能訓練指導員等で事前に方法等を調整するものとする。  

ハ 個別機能訓練計画には、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等の内容を記載しなければならない。目

標については、利用者又はその家族の意向及び当該利用者を担当する介護支援専門員の意見も踏まえ策定する

こととし、当該利用者の意欲の向上につながるよう、段階的な目標を設定するなど可能な限り具体的かつ分か

りやすい目標とすること。なお、個別機能訓練計画に相当する内容を認知症対応型通所介護計画の中に記載す

る場合は、その記載をもって個別機能訓練計画の作成に代えることができるものとすること。  

ニ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項目を準備し、機

能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じて計画的に機能訓練を適切に提供していること。  

ホ 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について  

・機能訓練指導員等は、各月における評価内容や目標の達成度合いについて、利用者又はその家族及び理学療

法士等に報告・相談し、理学療法士から必要な助言を得た上で。必要に応じて当該利用者又はその家族（以下

このホにおいて「利用者等」という。）の意向を確認の上、当該利用者のＡＤＬやＩＡＤＬの改善状況を踏ま

えた目標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。  

・理学療法士等は、機能訓練指導員等と共同で、３月ごとに１回以上、個別機能訓練の進捗状況等について評

価した上で、機能訓練指導員等が利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む。）や進

捗状況等を説明していること。  

また、利用者等に対する説明は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとすること。ただし、テ

レビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならないこと。なお、テレビ電話装置等の活

用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱い

のためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守するこ

と。  

ヘ 機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に当該事業所の機能

訓練指導員等により閲覧が可能であるようにすること。  

ト 生活機能向上連携加算（Ⅰ）は個別機能訓練計画に基づき個別機能訓練を提供した初回の月に限り、算定され

るものである。なお、イの助言に基づき個別機能訓練計画を見直した場合には、本加算を再度算定することは

可能であるが、利用者の急性増悪等により個別機能訓練計画を見直した場合を除き、個別機能訓練計画に基づ

き個別機能訓練を提供した初回の月の翌月及び翌々月は本加算を算定しない。  

 

② 生活機能向上連携加算（Ⅱ）  

イ 生活機能向上連携加算(Ⅱ)は、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又は

リハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等が、当該指定認知症対応型通所介護事業所を

訪問し、当該事業所の機能訓練指導員等と共同して、利用者の身体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作

成を行っていること。その際、理学療法士等は、機能訓練指導員等に対し、日常生活上の留意点、介護の工夫

等に関する助言を行うこと。この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬
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における疾患別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護療

養型医療施設若しくは介護医療院であること。  

ロ 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について  

・機能訓練指導員等は、各月における評価内容や目標の達成度合いについて、利用者又はその家族及び理学療

法士等に報告・相談し、理学療法士等から必要な助言を得た上で、必要に応じて当該利用者又はその家族の

意向を確認の上、当該利用者のＡＤＬやＩＡＤＬの改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更など

適切な対応を行うこと。  

・理学療法士等は、３月ごとに１回以上指定認知症対応型通所介護事業所を訪問し、機能訓練指導員等と共同

で個別機能訓練の進捗状況等について評価した上で、機能訓練指導員等が、利用者又はその家族に対して個

別機能訓練計画の内容（評価を含む。）や進捗状況等を説明し記録するとともに、必要に応じて訓練内容の

見直し等を行うこと。  

ハ ①ハ、ニ及びヘによること。なお、個別機能訓練加算を算定している場合は、別に個別機能訓練計画を作成す

る必要はないこと。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 30年 3月 23 日） 

（答）貴見のとおりである。なお、委託料についてはそれぞれの合議により適切に設定する必要がある。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 30年 3月 23 日） 

（答）貴見のとおりである。 

・なお、連携先について、地域包括ケアシステムの推進に向けた在宅医療の主たる担い手として想定さ

れている２００床未満の医療提供施設に原則として限っている趣旨や、リハビリテーション専門職（理

学療法士、作業療法士、言語聴覚士）の有効活用、地域との連携の促進の観点から、別法人からの連

携の求めがあった場合には、積極的に応じるべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問）生活機能向上連携加算は、同一法人の指定訪問リハビリテーション事業所若しくは指定通所リハビ

リテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（原則として許可病床数

２００床未満の者に限る。）と連携する場合も算定できるものと考えてよいか。 

（問）指定認知症対応型通所介護事業所は、生活機能向上連携加算に係る業務について指定訪問リハビリ

テーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又は医療提供施設と委託契約を締結し、業

務に必要な費用を指定訪問リハビリテーション事業所等に支払うことになると考えてよいか。 
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○個別機能訓練加算 

個別機能訓練加算(Ⅰ)  ２７単位／日 

 

個別機能訓練加算(Ⅱ)  ２０単位／日 

 

〈留意事項〉 

① 個別機能訓練加算は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指

圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護

職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上

機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）（以下４において「理学療法士等」という。）が個別機

能訓練計画に基づき、計画的に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」という。）について算定する。  

② 個別機能訓練は、１日１２０分以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置し

て行うものであること。この場合において、例えば、１週間のうち特定の曜日だけ理学療法士等を配置して

いる場合は、その曜日におけるサービスのみが当該加算の算定対象となる。ただし、この場合、理学療法士

等が配置される曜日はあらかじめ定められ、利用者や居宅介護支援事業者に周知されている必要がある。な

お、認知症対応型通所介護事業所の看護職員が加算に係る機能訓練指導員の職務に従事する場合には、当該

職務の時間は、認知症対応型通所介護事業所における看護職員としての人員基準の算定に含めない。  

③ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が

共同して、利用者ごとにその目標、実施方法等を内容とする個別機能訓練計画を作成し、これに基づいて行

った個別機能訓練の効果、実施方法等について評価等を行う。なお、認知症対応型通所介護においては、個

別機能訓練計画に相当する内容を認知症対応型通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別

機能訓練計画の作成に代えることができるものとすること。 

④ 個別機能訓練を行う場合は、開始時及びその３か月後に１回以上利用者に対して個別機能訓練計画の内容を

説明する。利用者に対する説明は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとすること。ただ

し、テレビ電話装置等の活用について当該利用者の同意を得なければならないこと。なお、テレビ電話装置

等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切

な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵

守すること。 

個別機能訓練加算（Ⅰ）を算定している場合であって、かつ、個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働

省に提出し、機能訓練の実施に当たって、当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施のために必要な情

報を活用した場合は、個別機能訓練加算（Ⅱ）として、１月につき２０単位を所定単位数に加算する。 

指定認知症対応型通所介護を行う時間帯に１日１２０分以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療

法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（は

り師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マ

ッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験

を有する者に限る。）（以下「理学療法士等」という。）を１名以上配置しているものとして、電子情報処

理組織を使用す方法により、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定認知症対応型

通所介護の利用者に対して、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同し

て、利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合には、

個別機能訓練加算（Ⅰ）として、１日につき２７単位を所定単位数に加算する。 
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⑤ 個別機能訓練に関する記録(実施時間、訓練内容、担当者等)は、利用者ごとに保管され、常に当該事業所の

個別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるようにすること。  

⑥ 個別機能訓練加算(Ⅱ)を取得する場合、厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこと

とする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム(ＬＩＦＥ)関連加算に

関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。サービスの質の向上

を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の状態に応じた個別機能訓練

計画の作成(Plan)、当該計画に基づく個別機能訓練の実施(Do)、当該実施内容の評価(Check)、その評価結

果を踏まえた当該計画の見直し・改善(Action)の一連のサイクル(ＰＤＣＡサイクル)により、サービスの質

の管理を行うこと。提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資

するため、適宜活用されるものである。  

 

Ｑ＆Ａ（平成 18年 4月 21 日） 

（答）当該個別機能訓練加算は、従来機能訓練指導員を配置することを評価していた体制加算を、機能訓練

指導員の配置と共に、個別に計画を立て、機能訓練を行うことを評価することとしたものであり、介護

サービスにおいては実施日、（介護予防）特定施設入居者生活介護サービス及び介護老人福祉施設サービ

スにおいては入所期間のうち機能訓練実施期間中において当該加算を算定することが可能である。 

   なお、具体的なサービスの流れとしては、「多職種が協同して、利用者毎にアセスメントを行い、目標

設定、計画の作成をした上で、機能訓練指導員が必要に応じた個別機能訓練の提供を行い、その結果を

評価すること」が想定される。また、行われる機能訓練の内容は、各利用者の心身状況等に応じて、日

常生活を営むのに必要な機能を改善し、又はその減退を予防するのに必要な訓練を計画されたい。 

 

○ＡＤＬ維持等加算 

評価対象期間（ＡＤＬ維持等加算の算定を開始する月の前年の同月から起算して１２月までの期間）の満了

日の属する月の翌月から 12月以内の期間に限り、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる単

位数を所定単位数に加算する。 

 

(イ) ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ） ３０単位 

 

（問）個別機能訓練加算に係る算定方法、内容等について示されたい。 

 

① 評価対象者（当該事業所又は当該施設の利用期間（②において「評価対象利用期間」が 6 月を超える者

をいう。以下この号において同じ。）の総数が１０人以上であること。 

② 評価対象者全員について、評価対象利用期間の初月（以下「評価対象利用開始月」という。）と当該月

の翌月から起算して６月目（６月目にサービスの利用がない場合については当該サービスの利用があ

った最終の月）においてＡＤＬを評価し、その評価に基づく値（「ＡＤＬ値」）を測定し、測定した日

が属する月ごとに厚生労働省に当該測定を提出していること。 

③ 評価対象者の評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ値から評価対象利

用開始月に測定したＡＤＬ値を控除して得た値を用いて一定の基準に基づき算出した値（以下「ＡＤ

Ｌ利得」）の平均値が１以上であること。 
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(ロ) ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ） ６０単位 

 

【留意事項】 

ADL 維持等加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）について  

①  ADL の評価は、一定の研修を受けた者により、Barthel Index を用いて行うものとする。  

②  大臣基準告示第 16号の 2イ（2）における厚生労働省への ADL 値の提出は、LIFE を用いて行うこと

とする。 ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関

連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の

状態に応じた個別機能訓練計画の作成（Plan）、当該計画に基づく個別機能訓練の実施（Do）、当該

実施内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Action）の一連のサ

イクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、適

宜活用されるものである。 

③ 大臣基準告示第 16号の 2イ（3）及びロ（2）における ADL 利得は、評価対象利用開始月の翌月から起

算して 6 月目の月に測定した ADL 値から、評価対象利用開始月に測定した ADL 値を控除して得た値

に、次の表の左欄の評価対象利用開始月に測定した ADL 値に応じてそれぞれ同表の右欄に掲げる値を

加えた 値を平均して得た値とする。(新設) 

 

ADL 値が 0 以上 25 以下 １ 

ADL 値が 30 以上 50 以下 １ 

ADL 値が 55 以上 75 以下 ２ 

ADL 値が 80 以上 100 以下 ３ 

 

④ ハにおいてＡＤＬ利得の平均を計算するに当たって対象とする者は、ＡＤＬ利得の多い順に、上位

100 分の 10に相当する利用者（その数に１未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとす

る。）及び下位 100 分の 10に相当する利用者（その数に１未満の端数が生じたときは、これを切り捨

てるものとする。）を除く利用者（以下「評価対象利用者」という。）とする。 

⑤ 加算を取得する月の前年の同月に、基準に適合しているものとして市町村長に届け出ている場合は、

届出の日から 12月後までの期間を評価対象期間とする。 

⑥ 令和６年度については、令和６年３月以前よりＡＤＬ維持等加算(Ⅱ)を算定している場合、ＡＤＬ利

得に関わらず、評価対象期間の満了日の属する月の翌月から 12月に限り算定を継続することができ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

① (イ)①及び②の基準に適合するものであること。 

② 評価対象者のＡＤＬ利得の平均値が３以上であること。 
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○若年性認知症利用者受入加算  ６０単位／日 

受け入れた若年性認知症利用者（介護保険法施行令（平成１０年政令４１２号）第２条第６項に規定する

初老期における認知症によって法第７条第３項に規定する要介護者となった者をいう）ごとに個別の担当

者を定め、その担当者を中心に、当該利用者の特性やニーズに応じたサービス提供を行った場合、１日に

つき６０単位を算定する。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 21年 3月 23 日） 

（答）６５歳の誕生日の前々日までは対象である。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 21年 3月 23 日） 

（答）若年性認知症利用者を担当する者のことで、施設や事業所の介護職員の中から定めていただきたい。

人数や資格等の要件は問わない。 

 

○栄養アセスメント加算   ５０単位／月 

次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出た事業所が、利用者に対して、管

理栄養士が介護職員等と共同して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状態のリスク及び解決すべき課

題を把握することをいう。以下この注において同じ。）を行った場合は、栄養アセスメント加算として、１

月につき５０単位を所定単位数に加算する。ただし、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サ

ービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月は、算定しない。 

 

【留意事項】 

① 栄養アセスメント加算の算定に係る栄養アセスメントは、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一

環として行 われることに留意すること。  

②  当該事業所の職員として、又は外部（他の介護事業所（栄養アセスメント加算の対象事業所に限る。）、

医療機関、 介護保険施設（栄養マネジメント強化加算の算定要件として規定する員数を超えて管理栄養

士を置いているもの又は 常勤の管理栄養士を 1 名以上配置しているものに限る。）又は公益社団法人日

本栄養士会若しくは都道府県栄養士会 が設置し、運営する「栄養ケア・ステーション」）との連携により、

（問）若年性認知症利用者受入加算について、一度本加算制度の対象者となった場合、６５歳以上になっ

ても対象のままか。 

 

（問）若年性認知症利用者受入加算について、担当者とは何か。定めるにあたって担当者の資格要件はあ

るか。 

⑴当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置していること。 

⑵利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（注 18 において「管理

栄養士等」という。）が共同して栄養アセスメントを実施し、当該利用者又はその家族に対してその結果

を説明し、相談等に必要に応じ対応すること。 

⑶利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実施に当たって、当該情報その他栄

養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

⑷別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定認知症対応型型通所介護事業所であること。 
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管理栄養士を 1 名以上配置して行うものである こと。  

③ 栄養アセスメントについては、3 月に 1 回以上、イからニまでに掲げる手順により行うこと。あわせて、

利用者の 体重については、1 月毎に測定すること。  

イ 利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。  

ロ 管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下

機能及び 食形態にも配慮しつつ、解決すべき栄養管理上の課題の把握を行うこと。  

ハ イ及びロの結果を当該利用者又はその家族に対して説明し、必要に応じ解決すべき栄養管理上の課題に

応じた栄 養食事相談、情報提供等を行うこと。  

ニ 低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者については、介護支援専門員と情報共有を行い、

栄養改善 加算に係る栄養改善サービスの提供を検討するように依頼すること。  

④  原則として、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養改

善サービス が終了した日の属する月は、栄養アセスメント加算は算定しないが、栄養アセスメント加算

に基づく栄養アセスメン トの結果、栄養改善加算に係る栄養改善サービスの提供が必要と判断された場

合は、栄養アセスメント加算の算定月 でも栄養改善加算を算定できること。 

⑤  厚生労働省への情報の提出については、LIFE を用いて行うこととする。LIFE への提出情報、提出頻度

等について は、「科学的介護情報システム（LIFE）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順

及び様式例の提示につい て」を参照されたい。 

 サービスの質の向上を図るため、LIFE への提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の状態に

応じた栄 養管理の内容の決定（Plan）、当該決定に基づく支援の提供（Do）、当該支援内容の評価（Check）、

その評価結果 を踏まえた栄養管理の内容の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（PDCA サイクル）

により、サービスの質の 管理を行うこと。 提出された情報については、国民の健康の保持増進及びそ

の有する能力の維持向上に資するため、適宜活用される ものである。 

 

Ｑ＆Ａ（令和 3年 6月 9日） 

（答）利用者が、複数の通所事業所等を利用している場合は、栄養アセスメントを行う事業所について、 

サービス担当者会議等で、利用者が利用している各種サービスと栄養状態との関連性や実施時間の実

績、利用者又 は家族の希望等も踏まえて検討した上で、介護支援専門員が事業所間の調整を行い、決

定することとし、原則とし て、当該事業所が継続的に栄養アセスメントを実施すること。 

 

○栄養改善加算  ２００単位／回 

以下の要件に適合し、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に対して、栄養改善サービス

を行った場合は、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき２００単位を算定する。ただし、

（問）利用者が、複数の通所事業所等を利用している場合、栄養アセスメント加算の算定事業者はどのよ

うに判断するのか。 

 

① 当該事業所の管理栄養士を１名以上配置していること。 

② 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等が共同して利用者ごとの摂食・嚥下機能及び

食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。 

③ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該利用者の居宅を訪問し、管理栄養士等が栄養改

善サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記録していること。 

④ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。 

⑤ 利用定員，人員基準に適合していること。 
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栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善

サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定することができる。 

 

【留意事項】 

①栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスの提供は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として

行われることに留意すること。 

②当該事業所の職員として、又は外部（他の介護事業所、医療機関又は栄養ケア・ステーション）との連携により、

管理栄養士を１名以上配置して行うものであること。 

③栄養改善加算を算定できる利用者は、以下のイからホのいずれか該当する者であって、栄養改善サービスの提供

が必要と認められる者とすること。 

イ BMI が 18.5 未満である者 

ロ 1～6月間で 3％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について」（平成 18年 6月 9日

老発第 069001 号厚生労働省老健局長通知）に規定する基本チェックリストの No.(11)の項目が「1」に該当す

る者 

ハ 血清アルブミン値が 3.5g／dl 以下である者 

二 食事摂取量が不良（75％以下）である者 

ホ その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められる者 

 なお、次のような問題を有する者については、上記イからホのいずれかの項目に該当するかどうか、適宜確認

されたい。 

・口腔及び摂食・嚥下機能の問題（基本チェックリストの口腔機能に関連する(13)、(14)、(15)のいずれかの項

目において「1」に該当する者などを含む。） 

・生活機能の低下の問題 

・褥瘡に関する問題 

・食欲低下の問題 

・閉じこもりの問題（基本チェックリストの口腔機能に関連する(16)、(17)のいずれかの項目において「1」に

該当する者などを含む。） 

・認知症の問題（基本チェックリストの認知症に関連する(18)、(19)、(20)のいずれかの項目において「1」に

該当する者などを含む。） 

・うつの問題（基本チェックリストのうつに関連する(21)から(25)の項目において、2 項目以上「1」に該当す

る者などを含む。） 

④栄養改善サービスの提供は、以下のイからホまで掲げる手順を経てなされる。 

イ 利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。 

ロ 利用開始時に、管理栄養士が中心となって、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ、栄養

状態に関する解決すべき課題の把握（以下「栄養アセスメント」という。）を行い、管理栄養士、看護職員、

介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、栄養食事相談に関する事項（食事に関する内容の説明

等）、解決すべき栄養管理上の課題等に対し取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画を作成すること。作

成した栄養ケア計画については、栄養改善サービスの対象となる利用者又はその家族に説明し、その同意を得

ること。なお、認知症対応型通所介護においては、栄養ケア計画に相当する内容を認知症対応型通所介護計画

の中に記載する場合は、その記載をもって栄養ケア計画の作成に代えることができるものとすること。 

ハ 栄養ケア計画に基づき、管理栄養士等が利用者ごとに栄養改善サービスを提供すること。その際、栄養ケア

計画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。 

ニ 利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、おおむね 3月ごとに体重を測定

する等により栄養状態の評価を行い、その結果を当該利用者を担当する介護支援専門員や主治の医師に対し

て情報提供すること。 

ホ 指定地域密着型サービス基準第 61 条において準用する第 3 条の 18 に規定するサービス提供の記録におい
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て利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士が利用者の栄養状態を定期的に記録する場合は、当該記録と

は別に栄養改善加算の算定のために利用者の栄養状態を定期的に記録する必要はないものとすること。 

⑤おおむね 3 月ごとの評価の結果、③のイからホまでのいずれかに該当する者であって、継続的に管理栄養士等 

がサービス提供を行うことにより、栄養改善の効果が期待できると認められるものについては、継続的に栄養改

善サービスを提供する。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 21年 3月 23 日） 

（答）その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められる者とは、以下のような場合が考えられる。 

・医師が医学的な判断により低栄養状態にある又はそのおそれがあると認める場合。 

・イ～ニの項目に掲げられている基準を満たさない場合であっても、認定調査票の「えん下」、「食事摂

取」、「口腔清潔」、「特別な医療について」などの項目や、特記事項、主治医意見書などから、低栄養

状態にある又はそのおそれがあると、サービス担当者会議において認められる場合。 

なお、低栄養状態のおそれがあるものと認められる者とは、現状の食生活を続けた場合に、低栄養状

態になる可能性が高いと判断される場合を想定している。 

また、食事摂取が不良の者とは、以下のような場合が考えられる。 

・普段に比較し、食事摂取量が 75％以下である場合。 

・1日の食事回数が 2回以下であって、1回あたりの食事摂取量が普段より少ない場合。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 21年 4月 17 日） 

（答）栄養改善サービスの開始などの際に、利用者又はその家族の同意を口頭で確認した場合には、栄養ケ

ア計画などに係る記録に利用者又はその家族が同意した旨を記載すればよく、利用者又はその家族の

自署又は押印は必須ではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問）当該加算が算定できる者の要件について、その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められ

る者とは具体的内容如何。また、食事摂取量が不良の者（75％以下）とはどういった者を指すのか。 

（問）栄養改善サービスに必要な同意には、利用者又はその家族の自署又は押印は必ずしも必要ではない

と考えるが如何。 
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○口腔・栄養スクリーニング加算 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者

の口腔の健康状態のスクリーニング又は栄養状態のスクリーニングを行った場合に、口腔・栄養スクリ

ーニング加算として、次に掲げる区分に応じ、１回につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、に掲げるその他の加算は算定せず、

当該利用者について、当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定している場合は算定

しない。 

(イ) 口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）２０単位／回 

 

 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

(１)利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、当該利用者の口腔の健

康状態に関する情報（当該利用者の口腔の健康状態が低下しているおそれのある場合にあっては、その

改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。  

(２)利用開始時及び利用中六月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄養状態に関す

る情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。）を当該

利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。  

(３)定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。  

(４)算定日が属する月が、次のいずれにも該当しないこと。  

（一）栄養アセスメント加算を算定している間である又は当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改

善サービスを受けている間である若しくは当該栄養改善サービスが終了した日の属する月（栄養状

態のスクリーニングを行った結果、栄養改善サービスが必要であると判断され、栄養改善サービス

が開始された日の属する月を除く。）であること。  

（二）当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受けている間である又は当該

口腔機能向上サービスが終了した日の属する月（口腔の健康状態のスクリーニングを行った結果、

口腔機能向上サービスが必要であると判断され、口腔機能向上サービスが開始された日の属する月

を除く。）であること。  

(５)他の介護サービスの事業所において、当該利用者について、口腔連携強化加算を算定していないこと。  
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(ロ) 口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）５単位／回 

【留意事項】 

① 口腔・栄養スクリーニングの算定に係る口腔の健康状態のスクリーニング（以下「口腔スクリーニング」

という。） 及び栄養状態のスクリーニング（以下「栄養スクリーニング」という。）は、利用者ごとに行

われるケアマネジ メントの一環として行われることに留意すること。 

②  口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングは、利用者に対して、原則として一体的に実施すべきもの

であるこ と。ただし、大臣基準第５１号の６ロに規定する場合にあっては、口腔スクリーニング又は栄

養スクリーニング の一方のみを行い、口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）を算定することができる。 

③ 口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングを行うに当たっては、利用者について、それぞれ次に掲げ

るイから 二に関する確認を行い、確認した情報を介護支援専門員に対し、提供すること。  

イ 口腔スクリーニング  

a 硬いものを避け、柔らかいものを中心に食べる者  

b 入れ歯を使っている者  

c むせやすい者  

ロ 栄養スクリーニング  

a ＢＭＩが１８．５未満である者  

b １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について(平成 18 年 6

月 9 日老 発第 0609001 号厚生労働省老健局長通知)」に規定する基本チェックリストの№１１の項目 

が「１」に該当する 者。 

c 血清アルブミン値が３．５g/dl 以下である者。  

d 食事摂取量が不良(７５％以下)である者。 

④  口腔・栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議で決定することと

し、原則 として、当該事業所が当該加算に基づく口腔スクリーニング又は栄養スクリーニングを継続的に実

施すること。  

 次に掲げる基準のいずれかに適合すること。  

（１）次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（一）イ（１）及び（３）に掲げる基準に適合すること。  

（二）算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定している間である又は当該利用者が栄養改善加算

の算定に係る栄養改善サービスを受けている間である若しくは当該栄養改善サービスが終了した日の

属する月（栄養状態のスクリーニングを行った結果、栄養改善サービスが必要であると判断され、栄

養改善サービスが開始された日の属する月を除く。）であること。  

（三）算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受けてい

る間及び当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月ではないこと。  

（２）次のいずれにも適合すること。  

（一）イ（２）及び（３）に掲げる基準に適合すること。  

（二）算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定していない、かつ、当該利用者が栄養改善加算の

算定に係る栄養改善サービスを受けている間又は当該栄養改善サービスが終了した日の属する月では

ないこと。  

（三）算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受けてい

る間及び当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月（口腔の健康状態のスクリーニングを行っ

た結果、口腔機能向上サービスが必要であると判断され、口腔機能向上サービスが開始された日の属す

る月を除く。）であること。  

（四）他の介護サービスの事業所において、当該利用者について、口腔連携強化加算を算定していないこ

と。 
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⑤ 口腔・栄養スクリーニング加算に基づく口腔スクリーニング又は栄養スクリーニングの結果、栄養改善加

算の算定に係る栄養改善サービス又は口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスの提供が必

要と判断された場合には、口腔・栄養スクリーニング加算の算定月でも栄養改善加算又は口腔機能向上加

算を算定できること。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 30年 3月 23 日） 

（答）サービス利用者が利用している各種サービスの栄養状態と関連性、実施時間の業績、栄養改善サービ

スの提供実績、栄養スクリーニングの実施可能性等を踏まえ、サービス担当者会議で検討し、介護支援

専門員が判断・決定するものである。 

 

○口腔機能向上加算 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合し、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれがある利用者に対

して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂

食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認

められるもの（以下「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、口腔機能向上加算として、当該基

準に掲げる区分に従い、3 月以内の期間に限り 1 月に 2 回を限度として 1 回につき次に掲げる単位数を加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定

しない。また、口腔機能向上サービスの開始から 3 月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向

上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定す

ることができる。 

 

(イ) 口腔機能向上連携加算（Ⅰ）１５０単位／回 

 

(ロ) 口腔機能向上連携加算（Ⅱ）１６０単位／回 

 

① イ①から⑤までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

② 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画等の情報を厚生労働省に提出し、口腔機能向上サービス

の実施に当たって、当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を

活用していること。 

① 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を一名以上配置していること。 

② 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相

談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成していること。 

③ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が口腔機能

向上サービス（指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所介護費の注に規定する口腔機能向上

サービスをいう。以下同じ。）を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録している

こと。 

④ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に評価すること。 

⑤ 通所介護費等算定方法第六号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。 

（問）当該利用者が、栄養スクリーニング加算を算定できるサービスを複数利用している場合、栄養スク

リーニング加算の算定事業者をどのように判断すればよいか。 
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【留意事項】 

① 口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスの提供には、利用者ごとに行われるケアマネジメント

の一環として行われることに留意すること。 

② 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を 1名以上配置して行うものであること。 

③ 口腔機能向上加算を算定できる利用者は、次のイからハまでのいずれかに該当する者であって、口腔機能向上

サービスの提供が必要と認められる者とすること。 

イ 認定調査票における嚥下、食事摂取、口腔清潔の 3項目のいずれかにおいて「1」以外に該当する者 

ロ 基本チェックリストの口腔機能に関連する(13)、(14)、(15)の 3 項目のうち、2 項目以上が「1」に該当す

る者 

ハ その他口腔機能の低下している者又はそのおそれがある者 

④ 利用者の口腔の状態によっては、医療における対応を要する場合も想定されることから、必要に応じて、介護

支援専門員を通して主治医又は主治の歯科医師への情報提供、受診勧奨など適正な措置を講じることとする。な

お、歯科医療を受診している場合であって、次のイ又はロのいずれかに該当する場合にあっては、加算は算定で

きない。 

イ 医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定している場合 

ロ 医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定していない場合であって、介護保険の

口腔機能向上サービスとして「摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施」を行っていない場合 

⑤ 口腔機能向上サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順を経てなされる。 

イ 利用者ごとの口腔機能を、利用開始時に把握すること。 

ロ 利用開始時に、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が中心となって利用者ごとの口腔衛生、摂食・嚥下に

関する解決すべき課題の把握を行い、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職

種の者が共同して取り組むべき事項等を記載した口腔機能改善管理指導計画を作成すること。作成した口腔

機能改善管理指導計画については、口腔機能向上サービスの対象となる利用者又はその家族に説明し、その同

意を得ること。なお、認知症対応型通所介護においては、口腔機能改善管理指導計画に相当する内容を認知症

対応型通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって口腔機能改善管理指導計画の作成に代えるこ

とができるものとすること。 

ハ 口腔機能改善管理指導計画に基づき、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員等が利用者ごとに口腔機能向上

サービスを提供すること。その際、口腔機能改善管理指導計画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画を修

正すること。 

ニ 利用者の口腔機能の状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、おおむね 3月ごとに口腔

機能の状態の評価を行い、その結果について、当該利用者を担当する介護支援専門員や主治の医師、主治の歯

科医師に対して情報提供すること。 

ホ 指定地域密着型サービス基準第 61 条において準用する第 3 条の 18 に規定するサービスの提供の記録にお

いて利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が利用者の口腔機

能を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に口腔機能向上加算の算定のために利用者の口腔機能を定期

的に記録する必要はないものとすること。 

⑦ おおむね 3月ごとの評価の結果、次のイ又はロのいずれかに該当する者であって、継続的に言語聴覚士、歯科

衛生士又は看護職員等がサービス提供を行うことにより、口腔機能の向上又は維持の効果が期待できると認

められるものについては、継続的に口腔機能向上サービスを提供する。 

イ 口腔清潔・唾液分泌・咀嚼・嚥下・食事摂取等の口腔機能の低下が認められる状態の者 

ロ 当該サービスを継続しないことにより、口腔機能が低下するおそれのある者 

  



- 55 - 

Ｑ＆Ａ（平成 21年 3月 23 日） 

（答）例えば、認定調査票のいずれの口腔関連項目も「1」に該当する者、基本チェックリストの口腔関連項

目の 1 項目のみが「1」に該当する又はいずれの口腔関連項目も「0」に該当する者であっても、介護予

防ケアマネジメント又はケアマネジメントにおける課題分析に当たって、認定調査票の特記事項におけ

る記載内容（不足の判断根拠、介助方法の選択理由等）から、口腔機能の低下している又はそのおそれ

があると判断される者については算定できる利用者として差し支えない。同様に、主治医意見書の摂食・

嚥下機能に関する記載内容や特記すべき事項における記載内容（不足の判断根拠、介助方法の選択理由

等）から、口腔機能の低下している又はそのおそれがあると判断される者については算定できる利用者

として差し支えない。同様に、主治医意見書の摂食・嚥下機能に関する記載内容等から口腔機能の低下

している又はそのおそれがあると判断される者、視認により口腔内の衛生状態に問題があると判断され

る者、医師、歯科医師、介護支援専門員、サービス提供事業所等からの情報提供により口腔機能が低下

している又はそのおそれがあると判断される者についても算定して差し支えない。なお、口腔機能の課

題分析に有用な参考資料（口腔機能チェックシート等）は、「口腔機能向上マニュアル」確定版（平成 21

年 3月）に収載されているので対象者を把握する際の判断の参考にされたい。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 21年 3月 23 日） 

（答）口腔機能向上サービスの開始又は継続の際に利用者又はその家族の同意を口頭で確認し、口腔機能改

善管理指導計画又は再把握に係る記録等に利用者又はその家族が同意した旨を記載すればよく、利用者

又はその家族の自署又は押印は必須ではない。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 21年 4月 17 日） 

（答）歯科医療を受診している場合の口腔機能向上加算の取扱いについて、患者又はその家族に説明した上、

歯科医療機関が患者又は家族等に提供する管理計画書（歯科疾患管理料を算定した場合）等に基づき、

歯科医療を受診した月に係る介護報酬の請求時に、事業所において判断する。 

（問）口腔機能向上加算を賛成できる利用者として、「ハ その他口腔機能の低下している者又はそのお

それがある者」が挙げられているが、具体例としてはどのような者が対象となるか。 

（問）口腔機能向上サービスの開始又は継続にあたって必要な同意には、利用者又はその家族の自署又は

押印は必ずしも必要ではないと考えるが如何。 

（問）口腔機能向上加算について、歯科医療との重複の有無については、歯科医療機関又は事業所のいず

れにおいて判断するのか。 
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○科学的介護推進体制加算 ４０単位／月 

次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして、市町村に届け出た認知症対応型通所介護事業所が、

利用者に対し指定認知症対応型通所介護を行った場合は、科学的介護推進体制加算として、１月につき 40

単位を所定単位数に加算する。 

 

 

留意事項 

① 科学的介護推進体制加算は、原則として利用者全員を対象として、利用者ごとに要件を満たした場合に、

当該事業所の利用者全員に対して算定できるものであること。 

②  情報の提出については、LIFE を用いて行うこととする。LIFE への提出情報、提出頻度等については、

「科学的介 護情報システム（LIFE）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の

提 示について」を参照されたい。  

③ 事業所は、利用者に提供するサービスの質を常に向上させていくため、計画（Plan）、実行（Do）、評価

（Check）、 改善（Action）のサイクル（PDCA サイクル）により、質の高いサービスを実施する体制を

構 築 するとともに、その更なる向上に努めることが重要であり、具体的には、次のような一連の取組

が求められる。したがって、情報を厚 生労働省に提出するだけでは、本加算の算定対象とはならない。  

イ 利用者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを提供するためのサービス計画を

作成す る（Plan）。  

ロ サービスの提供に当たっては、サービス計画に基づいて、利用者の自立支援や重度化防止に資する介護

を実施 する（Do）。  

ハ LIFE への提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同して、事業所の特性やサービス

提供の在り方について検証を行う（Check）。  

ニ 検証結果に基づき、利用者のサービス計画を適切に見直し、事業所全体として、サービスの質の更なる

向上に 努める（Action）。  

④  提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、適宜

活用され るものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心身の状況等に係る基

本的な情報を、厚生労働省に提出していること。 

（２） 必要に応じて認知症対応型通所介護計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、⑴に規定する情

報その他指定認知症対応型通所介護を適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用しているこ

と。 
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○サービス提供体制強化加算 

所定の体制を備えてサービスを提供した場合に，下記のいずれかの加算が算定できる。 

 (イ) サービス提供体制強化加算(Ⅰ) ２２単位／日 

 

（ロ）サービス提供体制強化加算(Ⅱ)  １８単位／日 

 

 (ハ) サービス提供体制強化加算(Ⅲ)  ６単位／日 

 

（１）次のいずれかに適合すること。 

①介護職員の総数のうち，介護福祉士の占める割合が１００分の４０以上であること。 

②サービスを直接提供する職員の総数のうち，勤続年数 7 年以上の者の占める割合が１００分の３

０以上であること。 

（２）利用定員，人員基準に適合していること。 

 

次のいずれにも適合すること。 

（１）介護職員の総数のうち，介護福祉士の占める割合が１００分の５０以上であること。 

（２）利用定員，人員基準に適合していること。 

（１）次のいずれかに適合すること。 

① 介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の７０以上であること。 

② 介護職員の総数のうち、勤続年数１０年以上の介護福祉士の占める割合１００分の２５以上で

あること。 

（２）利用定員，人員基準に適合していること。 

<割合の計算方法> 

・職員の割合は，常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）の平均を用いる。 

・職員の数は，常勤換算方法により算出する。 

・前年度の実績が６月に満たない事業所は，届出日の属する月の前３月について，常勤換算方法により算出

した平均を用いる。この場合，届出を行った月以降においても，毎月継続的に所定の割合を維持しなけれ

ばならない。割合は毎月記録し，所定の割合を下回った場合は，速やかに変更届を提出すること。（新規・

再開事業所は４月目以降から届出できる。） 

・介護福祉士は，各月の前月末日時点で資格を取得している者とする。 

・勤続年数は，各月の前月末日時点における勤続年数をいう。 

・勤続年数の算定に当たっては，同一法人の経営する他の介護サービス事業所，病院，社会福祉施設等にお

いてサービスを利用者に直接提供する職員として勤務した勤続年数を含めることができる。 

・認知症対応型通所介護，介護予防認知症対応型通所介護事業を一体的に行っている場合は，加算の計算も

一体的に行う。 

・ サービスを利用者に直接提供する職員とは、生活相談員、看護職員、介護職員又は機能訓練指導員として

勤務を行う職員を指す。 
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Ｑ＆Ａ（平成 14年 3月 28 日） 

（答）常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において

常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、常勤の従業者の員数に換算する方法」（居宅サー

ビス運営基準第 2 条第 8 号等）であり、また、「勤務延時間数」とは、「勤務表上、当該事業に係るサー

ビスの提供に従事する時間（又は当該事業に係るサービスの提供のための準備等を行う時間（待機の時

間を含む））として明確に位置づけられている時間の合計数」である。 

以上から、非常勤の従業者の休暇や出張（以下「休暇等」）の時間は、サービス提供に従事する時間とは

いえないので、常勤換算する場合の勤務延時間数には含めない。 

なお、常勤の従業者(事業所において居宅サービス運営基準解釈通知第 2－2－(3）における勤務体制を

定められている者をいう。）の休暇等の期間についてはその期間が暦月で 1 月を超えるものでない限り、

常勤の従業者として勤務したものとして取り扱うものとする。 

Ｑ＆Ａ（平成 21年 3月 23 日） 

（答）要件における介護福祉士等の取扱いについては、登録又は修了証明書の交付まで求めるものではなく、

例えば介護福祉士については、平成２１年３月３１日に介護福祉士国家試験の合格又は養成校の卒業を

確認し、翌月以降に登録をした者については、平成２１年４月において介護福祉士として含めることが

できる。また、研修については、全カリキュラムを修了していれば、修了証明書の交付を待たずに研修

修了者として含めることが可能である。 

なお、この場合において、事業者は当該資格取得等見込み者の、試験合格等の事実を試験センターのホ

ームページ等で受験票と突合する等して確認し、当該職員に対し速やかな登録等を促すとともに、登録

又は修了の事実を確認するべきものであること。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 21年 3月 23 日） 

（答）産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続していることから、勤続年数に含めることができ

る。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 21年 3月 23 日） 

（問）産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。 

 

（問）常勤換算方法により算定される従業者が出張したり、また休暇を取った場合に、その出張や休暇に

係る時間は勤務時間としてカウントするのか。 

（問）特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算における介護福祉士又は介護職員基礎研修課程修了

者若しくは一級課程修了者とは、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とされているが、

その具体的取扱いについて示されたい。 

（問）同一法人内であれば、異なるサービスの事業所（施設）における勤続年数や異なる業種（直接処遇

職種）における勤続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事業の承継時にも通算でき

るのか。また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同士である場合にも通算できるのか。 
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（答）同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる職種（直接処遇を行う職種に限る。）

における勤続年数については通算することができる。また、事業所の合併又は別法人による事業の承継

の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営している

と認められる場合には、勤続年数を通算することができる。 

ただし、グループ法人については、たとえ理事長等が同じであったとしても、通算はできない。 

 

Ｑ＆Ａ（平成 21年 3月 23 日） 

（答）サービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たっては、老企第３６号等において以下のように規

定されているところであり、これに従った取扱いとされたい。 

具体的には、平成２３年４月に算定するためには、平成２２年１２月から平成２３年２月までの実績に

基づいて３月に届出を行うが、その後平成２３年１月から３月までの実績が基準を下回っていた場合は、

その事実が発生した日から加算の算定は行わないこととなるため、平成２３年４月分の算定はできない

取扱いとなる。 

  

（問）「届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法により算出した平均を用いる」こととされて

いる平成２１年度の１年間及び平成２２年度以降の前年度の実績が６月に満たない事業所につい

て、体制届出後に、算定要件を下回った場合はどう取扱うか。 

「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定されなく

なることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算

等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わないものとする。」 
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○介護職員等処遇改善加算（令和 6年 6月 1日から） 

 

１別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして、市町

村長に届け出た事業所が、利用者に対し、サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲

げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

それ以外の介護職員等特定処遇改善加算は算定しない。 

 

(１)介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) 所定単位に18.1％を乗じて算定 

(２)介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) 所定単位に17.4％を乗じて算定 

(３)介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) 所定単位に15.0％を乗じて算定 

(４)介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) 所定単位に12.2％を乗じて算定 

 

２ 令和７年３月３１日までの間、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の賃金の改善等を

実施しているものとして、市町村長に届け出た行った事業所（注 1 の加算を算定しているものを除く。）

が、利用者に対し、サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位

数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、それ以外の介護職員

等特定処遇改善加算は算定しない。 

 

(１)介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑴ 所定単位に15.8％を乗じて算定 

(２)介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑵ 所定単位に15.3％を乗じて算定 

(３)介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑶ 所定単位に15.1％を乗じて算定 

(４)介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑷ 所定単位に14．6％を乗じて算定 

(５)介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑸ 所定単位に13.0％を乗じて算定 

(６)介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑹ 所定単位に12．3％を乗じて算定 

(７)介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑺ 所定単位に11.9％を乗じて算定 

(８)介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑻ 所定単位に12.7％を乗じて算定 

(９)介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑼ 所定単位に11．2％を乗じて算定 

(１０)介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑽ 所定単位に 9.6％を乗じて算定 

(１１)介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑾ 所定単位に9.9％を乗じて算定 

(１２)介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑿ 所定単位に8.9％を乗じて算定 

(１３)介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒀ 所定単位に8.8％を乗じて算定 

(１４)介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒁ 所定単位に 6.5％を乗じて算定 

 

イ 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（１）介護職員その他の職員の賃金改善について、次に掲げる基準のいずれにも適合し、かつ、賃金改善に要す

る費用の見込額が介護職員等処遇改善加算の算定見込額以上となる賃金改善に関する計画を策定し、当該

計画に基づき適切な措置を講じていること。  

（一）当該指定認知症対応型通所介護事業所が仮に介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)を算定した場合に算定するこ

とが見込まれる額の二分の一以上を基本給又は決まって毎月支払われる手当に充てるものであること。  

（二）当該指定認知症対応型通所介護事業所において、経験・技能のある介護職員のうち一人は、賃金改善後

の賃金の見込額が年額440万円以上であること。ただし、介護職員等処遇改善加算の算定見込額が少額

であることその他の理由により、当該賃金改善が困難である場合はこの限りでないこと。  

（２）当該指定認知症対応型通所介護事業所において、（１）の賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期

間及び実施方法その他の当該事業所の職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員等処遇改善計画書を作
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成し、全ての職員に周知し、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）に届け出ていること。  

（３）介護職員等処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の悪化等により事業

の継続が困難な場合、当該事業の継続を図るために当該事業所の職員の賃金水準（本加算による賃金改善

分を除く。）を見直すことはやむを得ないが、その内容について市町村長に届け出ること。  

（４）指定認知症対応型通所介護事業所において、事業年度ごとに当該事業所の職員の処遇改善に関する実績を

市町村長に報告すること。 

（５）算定日が属する月の前１２月間において、労働基準法、労働者災害補償保険法、最低賃金法、労働安全衛

生法、雇用保険法その他の労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。  

（６）当該指定認知症対応型通所介護事業所において、労働保険料の納付が適正に行われていること。  

（７）次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（一）介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定

めていること。  

（二）（一）の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。  

（三）介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保

していること。  

（四）（三）について、全ての介護職員に周知していること。  

（五）介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する

仕組みを設けていること。  

（六）（五）について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。  

（８）（２）の届出に係る計画の期間中に実施する職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く。）及

び当該職員の処遇改善に要する費用の見込額を全ての職員に周知していること。  

（９）（８）の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適切な方法により公表しているこ

と。  

（１０）認知症対応型通所介護費におけるサービス提供体制強化加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）のいずれかを届け出てい

ること。  

ロ 介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） イ（１）から（９）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。  

ハ 介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） イ（１）（一）及び（２）から（８）までに掲げる基準のいずれにも適合す

ること。  

ニ 介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） イ（１）（一）、（２）から（６）まで、（７）（一）から（四）まで及び

（８）に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

ホ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（１）令和６年５月３１日において現に指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部を改

正する告示による改正前の指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十八年

厚生労働省告示第百二十六号）別表指定地域密着型サービス介護給付費単位数表（以下「旧指定地域密

着型サービス介護給付費単位数表」という。）の認知症対応型通所介護費における介護職員処遇改善加

算（Ⅰ）及び介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）を届け出ており、かつ、介護職員等ベースアップ等支

援加算を届け出ていないこと。  

（２）イ（１）（二）及び（２）から（１０）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。  

ヘ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（２） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型通所介

護費における介護職員処遇改善加算（Ⅱ）、介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）及び介護職員等ベース

アップ等支援加算を届け出ていること。  

(２)イ（１）(二)、（２)から（６）まで、（７）（一）から（四）まで及び（８）から（１０）までに掲げ

る基準のいずれにも適合すること。  

ト 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（３） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  
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（１）令和６年５月３１日において現に旧指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型通所介護

費における介護職員処遇改善加算（Ⅰ）及び介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）を届け出ており、かつ、

介護職員等ベースアップ等支援加算を届け出ていないこと。  

（２）イ（１）（二）及び（２）から（９）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。  

チ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（４） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型通所介護

費における介護職員処遇改善加算（Ⅱ）、介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）及び介護職員等ベースアッ

プ等支援加算を届け出ていること。  

（２）イ（１）（二）、（２）から（６）まで、（７）（一）から（四）まで、（８）及び（９）に掲げる基準

のいずれにも適合すること。  

リ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（５） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型通所介護

費における介護職員処遇改善加算（Ⅱ）及び介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）を届け出ており、かつ、

介護職員等ベースアップ等支援加算を届け出ていないこと。  

（２）イ（１）（二）、（２）から（６）まで、（７）（一）から（四）まで及び（８）から（１０）までに掲

げる基準のいずれにも適合すること。  

ヌ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（６） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型通所介護

費における介護職員処遇改善加算（Ⅱ）及び介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）を届け出ており、かつ、

介護職員等ベースアップ等支援加算を届け出ていないこと。  

（２） イ（１）（二）、（２）から（６）まで、（７）（一）から（四）まで、（８）及び（９）に掲げる基準

のいずれにも適合すること。  

ル 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（７） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型通所介護

費における介護職員処遇改善加算（Ⅲ）、介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）及び介護職員等ベースアッ

プ等支援加算を届け出ていること。  

（２）イ（１）（二）、（２）から（６）まで及び（８）から（１０）までに掲げる基準のいずれにも適合する

こと。  

（３）次に掲げる基準のいずれかに適合すること。  

（一）次に掲げる要件の全てに適合すること。  

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定め

ていること。  

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。  

（二）次に掲げる要件の全てに適合すること。  

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保

していること。  

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。  

ヲ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（８） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型通所介護

費における介護職員処遇改善加算（Ⅰ）を届け出ており、かつ、介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）又は

（Ⅱ）及び介護職員等ベースアップ等支援加算を届け出ていないこと。  

（２）イ（１）（（一）及び（二）に係る部分を除く。）及び（２）から（８）までに掲げる基準のいずれにも

適合すること。  

ワ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（９） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型通所介護
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費における介護職員処遇改善加算（Ⅲ）、介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）及び介護職員等ベースアッ

プ等支援加算を届け出ていること。  

（２）イ（１）（二）、（２）から（６）まで、（８）及び（９）に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（３）次に掲げる基準のいずれかに適合すること。  

（一）次に掲げる要件の全てに適合すること。  

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定

めていること。  

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。  

（二）次に掲げる要件の全てに適合すること。  

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保

していること。  

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。  

カ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１０） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型通所介護

費における介護職員処遇改善加算(Ⅲ)及び介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）を届け出ており、かつ、介

護職員等ベースアップ等支援加算を届け出ていないこと。  

（２）イ（１）（二）、（２）から（６）まで及び（８）から（１０）までに掲げる基準のいずれにも適合する

こと。  

（３）次に掲げる基準のいずれかに適合すること。  

（一）次に掲げる要件の全てに適合すること。  

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定

めていること。  

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。  

（二）次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保

していること。  

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。  

ヨ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１１） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型通所介護

費における介護職員処遇改善加算（Ⅱ）を届け出ており、かつ、介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

（Ⅱ）及び介護職員等ベースアップ等支援加算を届け出ていないこと。  

（２）イ（１）（（一）及び（二）に係る部分を除く。）、（２）から（６）まで、（７）（一）から（四）ま

で及び（８）に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

タ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１２） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型通所介護

費における介護職員処遇改善加算(Ⅲ)及び介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）を届け出ており、かつ、介

護職員等ベースアップ等支援加算を届け出ていないこと。  

（２）イ（１）（二）、（２）から（６）まで、（８）及び（９）に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（３）次に掲げる基準のいずれかに適合すること。  

（一）次に掲げる要件の全てに適合すること。  

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定

めていること。  

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。  

（二）次に掲げる要件の全てに適合すること。  

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保
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していること。  

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。  

レ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１３） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型通所介護

費における介護職員処遇改善加算（Ⅲ）及び介護職員等ベースアップ等支援加算を届け出ており、かつ、

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を届け出ていないこと。  

（２）イ（１）（（一）及び（二）に係る部分を除く。）、（２）から（６）まで及び（８）に掲げる基準のい

ずれにも適合すること。  

（３）次に掲げる基準のいずれかに適合すること。  

（一)次に掲げる要件の全てに適合すること。  

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定

めていること。  

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。  

（二）次に掲げる要件の全てに適合すること。  

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保 

していること。 

 

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。  

ソ 介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１４） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。  

（１）令和６年５月３１日において現に旧指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型通所介護

費における介護職員処遇改善加算（Ⅲ）を届け出ており、かつ、介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）又は

（Ⅱ）及び介護職員等ベースアップ等支援加算を届け出ていないこと。  

（２）イ（１）（（一）及び（二）に係る部分を除く。）、（２）から（６）まで及び（８）に掲げる基準のい

ずれにも適合すること。  

（３）次に掲げる基準のいずれかに適合すること。  

（一）次に掲げる要件の全てに適合すること。  

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定

めていること。  

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。  

（二）次に掲げる要件の全てに適合すること。  

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保

していること。  

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。 
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【入浴介助加算】 

・入浴を実施した回数と請求回数が異なるものがある。 

 

【送迎減算】 

・送迎を実施していない日において、減算を算定していないものがある。 

・通所介護計画に送迎の有無、往復か片道かについて位置付けられていない。 

 

【口腔・栄養スクリーニング加算】 

・口腔・栄養スクリーニングを行うにあたって確認する内容が不足している。 

 

【サービス提供体制強化加算】 

・サービス提供体制強化加算を算定しているが算定を行うための根拠となる、前年度の職員の割合につい

て平均値を算出し、確認を行っていない。 

 

【加算】 

・算定の可否を判断する資料等がなく、要件を満たしているか確認できないものがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運営指導等での指摘事項 
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Ⅲ．その他 

〈 1. 変更届の提出について 〉 

認知症対応型型通所介護事業者は、以下の事項に変更があった場合は、変更後１０日以内に変更届(様式第

2号)に関係書類を添付の上、唐津市長に届出を行うこと。【介護保険法第７８条の５、第１１５条の５】 

 

項目 変更届への標準添付書類 留意事項 認知デイ
（予防）

事業所・施設の名称及び所在地（開設の場所）

ー 【関連して変更となる可能性がある
事項】
・運営規程
・事業所の平面図等

○

申請者（開設者）の名称及び主たる事務所の所在
地並びに代表者の氏名、生年月日、住所及び職名

・登記事項証明書
・誓約書

代表者の姓、住所または職名の変更
のみの場合は、誓約書は不要 ○

申請者（開設者）の登記事項証明書又は条例等 ・登記事項証明書又は条例等 ○

事業所の種別等 ー ー

本体施設がある場合、当該本体施設の概要並びに
施設と当該本体施設との間の移動の経路及び方法
並びにその移動に要する時間

・左記の変更内容がわかるもの
ー

併設する施設がある場合にあっては、当該併設す
る施設の概要

・左記の変更内容がわかるもの ー

事業所の平面図 ・平面図（１の参考様式２／２の参考様式
３）

ー

事業所の平面図及び設備の概要 ・平面図及び設備の概要（１の参考様式
２、３／２の参考様式３、４）

○

建物の構造概要及び平面図並びに設備の概要
・建物の構造概要及び平面図並びに設備の
概要（参考様式２、３／２の参考様式３、 ー

事業所（施設）の管理者の氏名、生年月日及び住
所

ー ・管理者が「常勤」であること
・管理者が兼務する職種がある場合
は、「管理者が当該事業所で兼務す
る他の職種、管理者が兼務する同一
敷地内の他の事業所又は施設の名称
及び兼務する職種・勤務時間等」
を変更届出書に明記すること。
（管理者の勤務状況がわかる資料
（従業者の勤務の体制及び勤務形態
一覧表等）の添付でも可とする。）

ー

事業所の管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴 ・管理者の経歴（２の参考様式２）
・（必要に応じて）資格証の写し

○

運営規程
【変更事項が以下の①〜③のいずれかの場合】
①従業者（職員）の職種、員数及び職務の内容
②営業日及び営業時間
③利用定員／入居定員及び居室数／入所定員

・変更後の運営規程
・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表
・（必要に応じて）資格証の写し

運営規程
【変更事項が上記の①〜③以外の場合】

・変更後の運営規程

協力医療機関等の名称、診療科目名、契約の内容
等

・左記の変更内容がわかるもの ー

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療
院、病院等との連携体制及び支援の体制の概要

・左記の変更内容がわかるもの
ー

介護支援専門員の氏名及びその登録番号

・介護支援専門員一覧（参考様式７）
・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表

「従業者の勤務の体制及び勤務形態
一覧表」は、介護支援専門員の人員
配置基準を確認できる情報のみの記
載で可。

ー

連携する訪問看護を行う事業所の名称及び所在地 ー ー

備考  上記のほかに、唐津市暴力団排除条例に係る第１号様式（誓約書）及び第２号様式（役員名簿）も添付ください。

○

（参考）変更届への標準添付書類一覧
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第２号様式 

変 更 届 出 書 

年  月  日 

  唐 津 市 長  様 

所在地                  

事 業 者  名 称                  

代表者氏名                

 次のとおり指定を受けた内容を変更(します・しました)ので届け出ます。 

 

  介護保険事業者番号   

指定内容を変更(する・した)事業所(施設) 
名称 

所在地 

サ ー ビ ス の 種 類   

変 更 事 項 変 更 の 内 容 

 事業所・施設の名称 (変更前) 

 事業所・施設の所在地 

 申請者の名称 

 主たる事務所の所在地 

 法人等の種類 

 代表者(開設者)の氏名、生年月日及び住所 

 
登録事項証明書・条例等 

（当該事業に関するものに限る。） 

 共生型サービスの該当有無 

 事業所(施設)の建物の構造、専用区画等 

 事業所(施設)の管理者の氏名、生年月日及び住所 (変更後) 

 運営規程 

 協力医療機関（病院）・協力歯科医療機関 

 事業所の種別等 

 
介護老人福祉施設、介護老人保健施設、病院等との連

携・支援体制 

 本体施設、本体施設との移動経路等 

 併設施設の状況等 

 連携する訪問看護を行う事業所の名称及び所在地 

 介護支援専門員の氏名及びその登録番号 

備考 1 「（参考）変更届への標準添付書類一覧」を確認し、必要書類を添付してください。 

2  「変更があった事項」の「変更の内容」は、変更前と変更後の内容が具体的に分かるように記入してください。 

なお、電子申請届出システムを利用する際は、「サービスの種類」に該当する付表に変更前と変更後の内容を入力、付表以外の添付書類

等の変更内容は、「変更の内容」の（変更前）と（変更後）欄に、変更前と変更後の内容が具体的に分かるように入力してください。 
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〈 2. 介護給付費算定に係る体制等に関する届出について 〉 

 

（単位数が増加する加算の届出日） 

 ①届出が毎月 15日以前 → 翌月から算定を開始 

 ②届出が毎月 16日以降 → 翌々月から算定を開始 

 ※適正な支給限度額を管理するため、利用者や居宅介護支援事業者等への周知期間が必要。 

 

（事後調査等によって、届出時点で加算の要件に合致していないことが判明した場合） 

①指導しても改善されない場合 

→届出の受理は取消され、届出はなかったことになり、その加算全体が無効になる。 

→受領していた介護給付費は不当利得になり、返還する。 

→指定事業者は厳正な指導を受け、悪質な場合(不正・不当な届出が繰り返し行われる等)は、指定を取

り消される。 

②改善した場合 

 →届出時点～判明時点：受領していた介護給付費は、不当利得になり、返還する。 

 →判明時点～要件合致時点：その加算は算定しない。 

 

（加算等が算定されなくなる場合） 

①事業所の体制が加算を算定されない状況になった場合 

②事業所の体制が加算を算定されなくなることが明らかな場合 

  →速やかにその旨を届け出ること。 

  →事実発生日から、加算を算定しない。 

※届出をしないで加算等を請求した場合は、不正請求になる。 

  支払われた介護給付費は不当利得になるので、返還する。 

  悪質な場合は、指定が取り消される。 

 

（利用者に対する利用者負担金の過払い分の返還） 

保険者への返還時と同時に、利用者に対して、利用者負担金の過払い金に、利用者毎の返還金計算書を

付けて返還する。 

※利用者等から受領書を受け取り、事業所で保存する。 

 

 

※新規指定申請、更新申請、変更届及び体制等届については、電子申請届出システムをご利用ください。 

電子申請届出システムを利用できない場合は届出様式を利用して電子メールで提出してください。 

 

届出様式については唐津市ホームページに掲載しております。 

ホーム＞健康・福祉＞介護保険＞介護保険事業者＞介護保険サービス事業所の指定・更新・変更届出 

（https://www.city.karatsu.lg.jp/page/1706.html) 
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年 月 日

所在地　　　　　　　　　
名　称

このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

備考1　「受付番号」「事業所所在市町村番号」欄には記載しないでください。
　　2　「法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」「財団法人」
　　　「株式会社」「有限会社」等の別を記入してください。
　　3　「法人所轄庁」欄は、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。
　　4　「実施事業」欄は、該当する欄に「〇」を記入してください。
　　5　「異動等の区分」欄には、今回届出を行う事業所・施設について該当する数字に「〇」を記入してください。
　　6　「異動項目」欄には、(別紙1－3)「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる項目（施設等の区分、

人員配置区分、その他該当する体制等、割引）を記載してください。
　　7　「特記事項」欄には、異動の状況について具体的に記載してください。
　　8　「主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」について、複数の出張所等を有する場合は、
　　　適宜欄を補正して、全ての出張所等の状況について記載してください。

異動項目
(※変更の場合)

届出担当者 氏名 電話番号

 1新規　2変更　3終了
地域密着型通所介護  1新規　2変更　3終了

異動等の区分 異動（予定）

療養通所介護  1新規　2変更　3終了
認知症対応型通所介護  1新規　2変更　3終了

居宅介護支援  1新規　2変更　3終了
介護予防介護支援  1新規　2変更　3終了

地域密着型サービス事業所番号等
指定を受けている市町村

年月日

指
定
居
宅
サ
ー

ビ
ス

管理者の住所
　(郵便番号　　―　　　)
　　　　　県　　　　郡市

主たる事業所の所在地以外の場所で一部
実施する場合の出張所等の所在地

　(郵便番号　　―　　　)
　　　　　県　　　　郡市

連 絡 先

夜間対応型訪問介護

関係書類 別添のとおり

介護保険事業所番号等
既に指定等を受けている事業

医療機関コード等

特
記
事
項

変　更　前 変　更　後

届
出
を
行
う
事
業
所
・
施
設
の
種
類

同一所在地において行う
事業等の種類

実施
事業

指定（許可）

介護予防認知症対応型通所介護  1新規　2変更　3終了

介護予防小規模多機能型居宅介護  1新規　2変更　3終了
介護予防認知症対応型共同生活介護  1新規　2変更　3終了

地域密着型介護老人福祉施設入所者  1新規　2変更　3終了
定期巡回・随時対応型訪問介護看護  1新規　2変更　3終了
看護小規模多機能型居宅介護  1新規　2変更　3終了

小規模多機能型居宅介護  1新規　2変更　3終了
認知症対応型共同生活介護  1新規　2変更　3終了
地域密着型特定施設入居者生活介護  1新規　2変更　3終了

年月日

主たる事務所の所在地
　(郵便番号　　―　　　)
　　　　　県　　　　郡市
　(ビルの名称等)

連 絡 先 電話番号 FAX番号

電話番号 FAX番号

　(郵便番号　　―　　　)
　　　　　県　　　　郡市

連 絡 先 電話番号 FAX番号

管理者の氏名

代表者の住所
　(郵便番号　　―　　　)
　　　　　県　　　　郡市

受付番号

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書＜指定事業者用＞
＜地域密着型サービス事業者・地域密着型介護予防サービス事業者用＞＜居宅介護支援事業者・介護予防支援事業者用＞

唐津市長　　殿

事業所所在地市町村番号

事
業
所
・
施
設
の
状
況

フリガナ
事業所・施設の名称

主たる事業所・施設の所在地

法人の種別 法人所轄庁
代表者の職・氏名 職名 氏名

届
　
出
　
者

フリガナ
名　　称
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（別紙１－３－２）

□ １　１級地 □ ６　２級地 □ ７　３級地 □ ２　４級地

□ ３　５級地 □ ４　６級地 □ ９　７級地 □ ５　その他

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員 □ １　なし □ １　なし

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ ２　あり □ ２　あり

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

時間延長サービス体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

入浴介助加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

生活機能向上連携加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

個別機能訓練加算 □ １ なし □ ２ あり

ADL維持等加算〔申出〕の有無 □ １ なし □ ２ あり

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 72 認知症対応型通所介護 □ １　単独型 栄養アセスメント・栄養改善体制 □ １ なし □ ２ あり

□ ２　併設型 口腔機能向上加算 □ １ なし □ ２ あり

□ ３　共用型 科学的介護推進体制加算 □ １ なし □ ２ あり

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ５ 加算Ⅰ □ ４ 加算Ⅱ □ ６ 加算Ⅲ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

□ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

□ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員 □ １　なし □ １　なし

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ ２　あり □ ２　あり

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

時間延長サービス体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

入浴介助加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

生活機能向上連携加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

個別機能訓練加算 □ １ なし □ ２ あり

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 74 介護予防認知症対応型 □ １　単独型 栄養アセスメント・栄養改善体制 □ １ なし □ ２ あり

通所介護 □ ２　併設型 口腔機能向上加算 □ １ なし □ ２ あり

□ ３　共用型 科学的介護推進体制加算 □ １ なし □ ２ あり

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ５ 加算Ⅰ □ ４ 加算Ⅱ □ ６ 加算Ⅲ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

□ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

□ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表 （地域密着型サービス・地域密着型介護予防サービス）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 LIFEへの登録 割 引

各サービス共通 地域区分

２ あり

２ あり

介護職員等処遇改善加算

感染症又は災害の発生を理由とする利
用者数の減少が一定以上生じている場
合の対応

□ １ なし □

介護職員等処遇改善加算

感染症又は災害の発生を理由とする利
用者数の減少が一定以上生じている場
合の対応

□ １ なし □
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〈 3. 業務管理体制の届出等について 〉 

 

介護サービス事業者による不正行為を未然に防止し、利用者の保護と介護事業運営の適正化を図るため、平

成２１年５月１日から介護サービス事業者には業務管理体制の整備と届出の義務が課せられることとなりま

した。 

 

１．事業者が整備する業務管理体制 

（介護保険法第１１５条の３２・介護保険法施行規則第１４０条の３９） 

業 
務 
管 
理 
体 
制 
整 
備 
の 
内 
容 

    
業務執行の状況の監査を 

定期的に実施 

  

業務が法令に適合することを

確保するための規定 

（＝以下「 法令遵守規程」）

の整備 

業務が法令に適合することを

確保するための規定 

（＝以下「 法令遵守規程」）

の整備 

法令を遵守するための体制

の確保にかかる責任者 

（＝以下「法令遵守責任者」）

の選任 

法令を遵守するための体制

の確保にかかる責任者 

（＝以下「法令遵守責任者」）

の選任 

法令を遵守するための体制

の確保にかかる責任者 

（＝以下「法令遵守責任者」）

の選任 

事業所 

等の数 
１以上２０未満 ２０以上１００未満 １００以上 

注） 事業所等の数には、介護予防及び介護予防支援事業所を含み、みなし事業所は除く。みなし事業所と

は、病院等が行う居宅サービス（居宅療養管理指導、訪問看護、訪問リハビリテーション及び通所リ

ハビリテーション）であって、健康保険法の指定があったとき、介護保険法の指定があったものとみ

なされている事業所。  

 

２．届出書に記載すべき事項 （介護保険法施行規則第１４０条の４０） 

 

 

届出事項 対象となる介護サービス事業者 

[1]事業者の 

・名称又は氏名 

・主たる事務所の所在地 

・代表者の氏名、生年月日、住所、職名 

全ての事業者 

[2]「法令遵守責任者」の氏名、生年月日 全ての事業者 

[3]「法令遵守規程」の概要 事業所等の数が２０以上の事業者 

[4]「業務執行の状況の監査」の方法の概要 事業所等の数が１００以上の事業者 
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３．業務管理体制の整備に関する事項を記載した届出書の届出先 

（介護保険法第１１５条の３２・介護保険法施行規則第１４０条の４０） 

 区分 届出先 

① 事業所等が３以上の地方厚生局の管轄区域に所在する事業者 厚生労働大臣 

② 事業所等が２以上の都道府県の区域に所在し、かつ、２以上

の地方厚生局の管轄区域に所在する事業所 

事業者の主たる事務所が所在する

都道府県知事 

③ 全ての事業所等が１の都道府県の区域に所在する  事業者 都道府県知事 

④ 全ての事業所等が１の指定都市の区域に所在する  事業者 指定都市の長 

⑤ 地域密着型サービス（予防含む）のみを行う事業者であっ

て、事業所等が同一市町村内に所在する事業者 
市町村長 

 

【地方厚生局管轄区域一覧】 

地 方 厚 生 局 管 轄 区 域 

北海道厚生局 北海道 

東北厚生局 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

関東信越厚生局 
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、

山梨県、長野県 

東北北陸厚生局 富山県、石川県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

近畿厚生局 福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中国四国厚生局 
鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高

知県 

九州厚生局 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

 

４．届出の期日 

届出は体制を整備した後、速やかに行っていただく必要があります。 

 

４．業務管理体制の変更届の提出が必要となる事項 
   1 法人種別、名称 

   2 主たる事務所の所在地、電話、FAX 番号 

   3 代表者氏名、生年月日 

   4 代表者の住所、職名 

   5 事業所又は施設の名称及び所在地 

   6 法令遵守責任者の氏名及び生年月日 

   7 業務の法令に適合することを確保するための規程の概要（運営する事業所数が 20以上の場合） 

   8 業務執行の状況の監査の方法の概要（運営する事業所数が 100 以上の場合） 

   ※以下の場合は変更の届出の必要ありません。 

    ・事業所数に変更が生じても、整備する業務管理体制が変更されない場合 

    ・法令遵守規程の字句の修正など業務管理体制に影響を及ばさない軽微な変更の場合 
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〈 4．地域密着型サービス等の住所地特例対象者へのサービス提供について〉 

  

 住所地特例の対象者は保険者が転居前の市町村であることから、これまで転居後の市町村が提供する地

域密着型サービスや地域支援事業を利用することはできませんでした。 

  これについて、現在住んでいる市町村で各種サービスの提供を保障できることが地域包括ケアの観点

から望ましいことをふまえ、住所地特例の対象者について、住所地の市町村の指定をうけた地域密着型

サービスを利用できるよう改正されました。 

 

住所地特例とは・・・ 

 

 

 

対象となる特定地域密着型サービス 

 

  

介護保険の被保険者が、他保険者の市区町村にある住所地特例対象施設に入所し、施設所在地に住民票

を移された場合であっても、前保険者の被保険者のままであるという制度（介護保険法第 13条によ

る）です。 

地域密着型サービスにおいて住所地特例対象者が利用できるサービスは、①定期巡回・随時対応型訪問

介護看護、②夜間対応型訪問介護、③地域密着型通所介護、④認知症対応型通所介護、⑤小規模多機能

型居宅介護、⑥看護小規模多機能型居宅介護の６つで、これらは特定地域密着型サービスといいます。

(法８条第１４項)また、介護予防地域密着型サービスも同様で、①介護予防認知症対応型通所介護、②

介護予防小規模多機能型居宅介護の２つが対象となり、特定地域密着型介護予防サービスといいます。

(法８条の２第１２項) 
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〈 5.宿泊サービスについて〉 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 

（平成 18年 3月 14 日厚生労働省令第 34号） 

 

 

①届出を要する事業所 

当該指定通所介護事業所等の設備を利用して宿泊サービスを提供する事業所 

 

②届出の期限 

宿泊サービスを開始する前まで 

 

③届出の提出先 

唐津市高齢者支援課介護給付係（koureisha-shien@city.karatsu.lg.jp） 

 

 

※新規指定申請、更新申請、変更届及び体制等届については、電子申請届出システムをご利用ください。 

電子申請届出システムを利用できない場合は届出様式を利用して電子メールで提出してください。 

 

届出様式については唐津市ホームページに掲載しております。 

トップページ＞健康・福祉＞介護保険事業者＞介護保険サービス事業所の指定・更新・変更届出 

（https://www.city.karatsu.lg.jp/page/1706.html) 

 

 

④留意事項 

１ 「地域共生ステーション」「宅老所」等の名称に関わらず、指定通所介護事業所等の設備を利用して宿

泊サービスを提供している場合は、届出が必要となります。 

２ 食堂など一部設備を共用するが、宿泊に関しては指定通所介護事業所等以外で実施する場合は、届出

を要しないこととなります。 

３ 高齢者を入居させ、「入浴、排せつ又は食事の介護」、「食事の提供」、「選択、掃除等の家事」又は「健

康管理」の少なくとも一つのサービスを供与する場合には、宿泊サービスではなく有料老人ホームに該

当し、老人福祉法上の届出を行うことが必要となりますのでご留意ください。 

（設備及び備品等） 

第２２条 

４ 前項ただし書の場合（指定地域密着型通所介護事業者が第一項に掲げる設備を利用し、夜間及び

深夜に指定地域密着型通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）には、当該サービスの内容

を当該サービスの提供の開始前に当該指定地域密着型通所介護事業者に係る指定を行った市町村

長に届け出るものとする。 
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（別紙様式） 

指定通所介護事業所等における宿泊サービスの実施に関する        届出書 

 

 

 

平成  年  月  日 

唐津市長 殿 

法人所在地 

名   称 

代表者氏名             
 

基
本
情
報 

事
業
所
情
報 

フリガナ  
事業所

番号 
 

名称  

フリガナ  
連絡先 

－      － 
（緊急時） 

－      － 代表者氏名  

所在地 
（〒   －   ） 

宿泊サービスの開始･廃止･休止予定年月日 

（既に開始している場合はその年月日） 
平成     年     月     日 

宿
泊
サ
ー
ビ
ス 

利用定員 人 提供日 
月 火 水 木 金 土 日 

       

提供時間 

:   

～ 

:   

その他年

間の休日 
 

１泊当たりの

利用料金 

宿泊 夕食 朝食 

円 円 円 

人
員
関
係 

人
員 

宿泊サービスの提

供時間帯を通じて

配置する職員数 
人 

時間帯での

増員（※

２） 

夕食介助 :  ～  : 人 

朝食介助 :  ～  : 人 
配置する職員の

保有資格等 
看護職員 ・ 介護福祉士 ・ 左記以外の介護職員 ・ その他有資格者（        ） 

設
備
関
係 

宿
泊
室 

個 室 

合 計 床面積（※３） 

(   室) 
(    ㎡) (    ㎡) (    ㎡) (    ㎡) (    ㎡) 

(    ㎡) (    ㎡) (    ㎡) (    ㎡)  

個室以外 

合 計 
場 所 
（※４） 

利用定員 
床面積 
（※３） 

プライバシー確保の方法 
（※５） 

(   室） 

(     ) (    人) (    ㎡)  

(     ) (    人) (    ㎡)  

(     ) (    人) (    ㎡)  

(     ) (    人) (    ㎡)  

(     ) (    人) (    ㎡)  

消
防
設
備 

消火器 有 ・ 無 スプリンクラー設備 有 ・ 無 

自動火災報知

設備 
有 ・ 無 

消防機関へ通報する火災

報知設備 
有 ・ 無 

※１ 事業開始前に届け出ること。なお、変更の場合は変更箇所のみ記載すること。 

※２ 時間帯での増員を行っていない場合は記載は不要。 

※３ 小数点第二位まで（小数点第三位以下を切り捨て）記載すること。 

※４ 指定通所介護事業所の設備としての用途を記載すること。（機能訓練室、静養室等） 

※５ プライバシーを確保する方法を記載すること。（衝立、家具、パーテーション等） 

開始 
変更 

休止・廃
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【参考】指定通所介護事業所等の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所介護等以外のサービスを提供する場

合の事業の人員、設備及び運営に関する指針について（一部抜粋） 

 

目的 宿泊サービスを提供する場合の事業の人員、設備及び運営に関する指針（以下「指針」と

いう。）は、指定通所介護事業所等において宿泊サービスを提供する場合における遵守す

べき事項を定めることにより、当該宿泊サービスの健全な提供を図ることを目的とする。 

宿泊サービス

の提供 

(1) 宿泊サービス事業者は、利用者の心身の状況により、若しくは利用者の家族の疾病、

冠婚葬祭、出張等の理由により、又は利用者の家族の身体的及び精神的な負担の軽減を

図るために、一時的に居宅において日常生活を営むのに支障がある者を対象に、宿泊サ

ービスを提供すること。 

(2) 宿泊サービス事業者は、(1)の趣旨に鑑み、緊急時又は短期的な利用に限って、宿泊

サービスを提供すること。 

なお、利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等のやむを得ない事情により連続

した利用が予定される場合においては、指定居宅介護支援事業者等と密接に連携を図

った上で、他の介護保険サービス等への変更も含め、利用者の心身の状況や家族の事情

等に応じたサービス提供を検討すること。 

宿泊サービス

事業者の責務 

(1) 宿泊サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立

った宿泊サービスの提供に努めること。 

(2) 宿泊サービス事業者は、利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に

応じ自立した日常生活を継続できるよう、排せつ、食事等の介護その他日常生活上の世

話に係るサービスの提供を行うこと。 

(3) 宿泊サービス事業者は、宿泊サービスが位置付けられた居宅サービス計画又は介護

予防サービス計画（以下「居宅サービス計画等」という。）に沿って、宿泊サービスの

提供を希望する利用者に対し、宿泊サービスの提供を行うこと。 

また、宿泊サービス事業者は、宿泊サービスの内容について、法第 46 条第 1項に規

定する指定居宅介護支援事業者又は法第 58 条第 1項に規定する指定介護予防支援事業

者（以下「指定居宅介護支援事業者等」という。）と必要な連携を行うこと。 

なお、居宅サービス計画等への宿泊サービスの位置づけは、指定居宅介護支援事業者

等の介護支援専門員等により、あらかじめ利用者の心身の状況、家族の状況、他の介護

保険サービスの利用状況を勘案し適切なアセスメントを経たものでなければならず、

安易に居宅サービス計画等に位置付けるものではないこと。 

(4) 宿泊サービス事業者は宿泊サービスの提供に当たっては、建築基準法（昭和 25年法

律第 201 号）、消防法（昭和 23年法律第 186 号）、労働基準法（昭和 22年法律第 49号）

その他の法令等を遵守すること。 

従業者の員数

及び資格 

宿泊サービス事業者が、宿泊サービス事業所ごとに置くべき従業者（以下「宿泊サービス

従業者」という。）の員数及び資格は次のとおりとすること。 

(1) 宿泊サービス従業者は、宿泊サービスの提供内容に応じ必要数を確保することとし、

宿泊サービスの提供を行う時間帯（以下「提供時間帯」という。）を通じて、夜勤職員

として介護職員又は看護職員（看護師又は准看護師をいう。）を常時 1 人以上確保する

こと。 

(2) 宿泊サービス従業者のうち介護職員については、介護福祉士の資格を有する者、実
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務者研修又は介護職員初任者研修を修了した者であることが望ましいこと。 

なお、それ以外の介護職員にあっても、介護等に対する知識及び経験を有する者であ

ること。 

(3) 食事の提供を行う場合は、食事の介助等に必要な員数を確保すること。 

(4) 緊急時に対応するための職員の配置又は他提供時間帯を通じた連絡体制の整備を行

うこと。 

責任者 宿泊サービス事業者は、宿泊サービス従業者の中から責任者を定めること。 

利用定員 宿泊サービス事業所の利用定員は、当該指定通所介護事業所等の運営規程に定める利用

定員の 2 分の 1 以下かつ 9 人以下とすること。ただし、宿泊室の基準を満たす範囲とす

ること。 

設備及び備品

等 

(1) 必要な設備及び備品等 

宿泊サービス事業所は、宿泊室及び食か設備その他の非常災害に際して必要な設備、

宿泊サービスを提供するに当たり適切な寝具等の必要な備品を備え、当該指定通所介

護事業所等の運営に支障がないように適切に管理すること。 

なお、当該指定通所介護事業所等の設備及び備品等を使用する場合は、当該指定通所

介護事業所等の利用者のサービス提供に支障がない範囲で使用すること。 

(2) (1)に掲げる宿泊室及び消火設備その他の非常災害に際して必要な設備の基準は、

次のとおりとする。 

①宿泊室 

ア 宿泊室の定員は、1室あたり 1人とすること。ただし、利用者の処遇上必要と認

められる場合は 2人とすることができるものとすること。 

イ 宿泊室の床面積は、1室あたり 7.43 平方メートル以上とすること。 

ウ ア及びイを満たす宿泊室（以下「個室」という。）以外の宿泊室を設ける場合、

個室以外の宿泊室の定員は、1室あたり 4人以下とすること。 

エ 個室以外の宿泊室の面積を合計した面積は、7.43 平方メートルに宿泊サービス

の利用定員から個室の定員数を減じた数を乗じて得た面積以上とするものとし、そ

の構造は利用者のプライバシーが確保されたものとすること。なお、プライバシー

が確保されたものとは、例えば、パーテーションや家具などにより利用者同士の視

線の遮断が確保されるものである必要があるが、壁やふすまのような建具までは要

するものではないこと。ただし、カーテンはプライバシーが確保されたものとは考

えにくいことから認められないものである。 

また、利用者の希望等により処遇上必要と認められる場合を除き、男女が同室で

宿泊することがないように配慮すること。 

②消火設備その他の非常災害に際して必要な設備 

消防法その他の法令等に規定された設備を確実に設置しなければならないこと。 

内容及び手続

の説明及び同

意 

宿泊サービス事業者は、宿泊サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又は

その家族に対し、運営規程の概要、責任者の氏名、宿泊サービス従業者の勤務体制その他

の利用申込者の宿泊サービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付

して説明を行い、宿泊サービスの内容及び利用期間等について利用申込者の同意を得る

こと。 
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宿泊サービス

提供の記録 

宿泊サービス事業者は、宿泊サービスを提供した際には、提供日、提供した具体的な宿泊

サービスの内容及び利用者の心身の状況その他必要な事項を記録するとともに、利用者

からの申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者に

対して提供すること。 

宿泊サービス

の取扱方針 

(1) 宿泊サービス事業者は、利用者が法第 41 条第 1 項に規定する居宅介護被保険者の

場合においては、要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、認知症の状況等利用

者の心身の状況を踏まえて、日常生活に必要な援助を妥当かつ適切に行うこと。 

また、利用者が法第 53 条第 1項に規定する居宅要支援被保険者の場合においては、

利用者ができる限り要介護状態とならないで自立した日常生活を営むことができるよ

う支援することを目的とするものであることを常に意識してサービスの提供に当たる

こと。 

(2) 宿泊サービス事業者は、宿泊サービスの提供に当たっては、懇切丁寧を旨とし、利

用者又はその家族に対し、宿泊サービスの提供方法等に、理解しやすいように説明を行

うこと。 

(3) 宿泊サービス事業者は、宿泊サービスの提供に当たっては、当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急かつやむを得ない場合を除き、身体的拘束

その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはなら

ないこと。 

(4) 宿泊サービス事業者は、(3)の身体的拘束等を行う場合には、その様態及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急かつやむを得ない理由を記録すること。 

(5) 宿泊サービス事業者は、自らその提供する宿泊サービスの質の評価を行い、常にそ

の改善を図ること。 

宿泊サービス

の計画 

(1) 宿泊サービス事業者は、宿泊サービスを概ね 4 日以上連続して利用することが予定

されている利用者については、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境等

を踏まえて、利用者が利用する指定通所介護事業所等におけるサービスとの継続性に

配慮して、当該利用者の指定居宅介護支援事業者等と連携を図った上、具体的なサービ

スの内容等を記載した宿泊サービス計画を作成すること。 

なお、4日未満の利用であっても反復的、継続的に利用する利用者については、宿泊

サービス計画を作成し宿泊サービスを提供すること。 

(2) 宿泊サービス事業者は、計画の作成に当たっては、居宅サービス計画等に沿って作

成し、宿泊サービスの利用が長期間とならないよう、居宅介護支援事業者等と密接に連

携を図ること。 

(3) 宿泊サービス事業者は、計画の作成に当たっては、その内容について、利用者又は

その家族に対して説明し、利用者の同意を得るとともに、作成した計画を利用者に交付

すること。 

介護 (1) 介護は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資す

るよう、適切な技術をもって行うこと。 

(2) 宿泊サービス事業者は、利用者の心身の状況に応じ、適切な方法により、排せつの

自立について必要な援助を行うこと。 

(3) 宿泊サービス事業者は、おむつを使用せざるを得ない利用者のおむつを適切に取り

替えること。 
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(4) 宿泊サービス事業者は、(1)から(3)までに定めるほか、利用者に対し、離床、着替

え、整容その他日常生活上の世話を適切に行うこと。 

食事の提供 (1) 宿泊サービス事業者は、栄養並びに利用者の心身の状況及び嗜好を考慮した食事を、

適切な時間に提供すること。 

(2) 宿泊サービス事業者は、利用者が可能な限り離床して、食堂で食事を摂ることを支

援すること。 

健康への配慮 宿泊サービス事業者は、当該指定通所介護事業所等において把握している利用者の健康

に関する情報に基づき、必要に応じて主治の医師や指定居宅介護支援事業者等と連携し、

常に利用者の健康の状況に配慮して適切な宿泊サービスを提供すること。 

相談及び援助 宿泊サービス事業者は、常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握

に努め、利用者又はその家族に対し、その相談に適切に応じるとともに、必要な助言その

他の援助を行うこと。 

 

緊急時等の対

応 

宿泊サービス事業者は、現に宿泊サービスの提供を行っているときに利用者に病状の急

変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師又はあらかじめ協力医療機関

を定めている場合は、協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じること。 

運営規程 宿泊サービス事業者は、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程（以下

「運営規程」という。）を定めておくこと。 

① 事業の目的及び運営の方針 

② 従業者の職種、員数及び職務の内容 

③ サービス提供日及びサービス提供時間 

④ 利用定員 

⑤ 宿泊サービスの内容及び利用料その他の費用の額 

⑥ 宿泊サービス利用に当たっての留意事項 

⑦ 緊急時等における対応方法 

⑧ 非常災害対策 

⑨ その他運営に関する重要事項 

勤務体制の確

保等 

(1) 宿泊サービス事業者は、利用者に対し適切な宿泊サービスを提供できるよう、宿泊

サービス事業者の勤務の体制を定めておくこと。 

(2) 宿泊サービス事業者は、当該宿泊サービス従業者によって宿泊サービスを提供する

こと。ただし、利用者の処遇に直影響を及ぼさない業務については、この限りではない。 

(3) 宿泊サービス事業者は、宿泊サービス従業者の資質の向上のために、その研修の機

会を確保すること。 

定員の遵守 宿泊サービス事業者は、運営規程に定める利用定員を超えて宿泊サービスの提供は行っ

てはならない。 

非常災害対策 宿泊サービス事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への
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通報及び地域住民等との連絡体制を整備し、それらを定期的に宿泊サービス従業者に周

知するとともに、定期的に夜間を想定した避難、救出その他必要な訓練を行うこと。 

衛生管理等 (1) 宿泊サービス事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供す

る水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じること。 

(2) 宿泊サービス事業者は、当該宿泊サービス事業所において感染症が発生し、又はま

ん延しないように必要な措置を講ずるよう努めること。 

掲示 宿泊サービス事業者は、当該宿泊サービス事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、責

任者の氏名、宿泊サービス従業者等の勤務の体制、苦情処理の概要、緊急時の避難経路そ

の他利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示すること。 

秘密保持等 (1) 宿泊サービス事業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族

の秘密を漏らさないこと。 

(2) 宿泊サービス事業者は、宿泊サービス事業者であった者が、正当な理由がなく、そ

の業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を

講じること。 

(3) 宿泊サービス事業者は、指定居宅介護支援事業者等との連携において、宿泊サービ

ス事業所における利用者の個人の情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者家族の

個人情報を用いる場合は当該家族の同意をあらかじめ文書により得ておくこと。 

広告 宿泊サービス事業者は、宿泊サービス事業所について広告する場合においては、その内容

が虚偽又は誇大なものとしないこと。 

また、介護保険サービスとは別のサービスであることを明記すること。 

苦情処理 (1) 宿泊サービス事業者は、提供した宿泊サービスに係る利用者及びその家族からの苦

情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必

要な措置を講じること。 

(2) 宿泊サービス事業者は、(1)の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録

すること。 

事故発生時の

対応 

(1) 宿泊サービス事業者は、利用者に対する宿泊サービスの提供により事故が発生した

場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を

行うとともに、必要な措置を講じること。 

(2) 宿泊サービス事業者は、(1)の事故の状況及び事故に際して採った処置について記

録すること。 

(3) 宿泊サービス事業者は、利用者に対する宿泊サービスの提供により賠償すべき事故

が発生した場合は、損害賠償を速やかに行うこと。 

宿泊サービス

を提供する場

合の届出 

(1) 指定通所介護事業所等が指定通所介護等の提供以外の目的で、指定通所介護事業所

等の設備を利用し、宿泊サービスを提供する場合には、宿泊サービスの内容を宿泊サー

ビスの提供前に当該指定通所介護事業者等に係る指定を行った都道府県等（以下「指定

権者」という。）に届け出ること。 

なお、当該届出については別紙様式に基づいて行うこととし、当該届出内容は法第
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115 条の 35 の介護サービス情報の基本情報に追加していることから、当該介護サービ

スを提供する事業所を管轄する都道府県知事等に報告すること。 

(2) 指定通所介護事業者等は(1)で届け出た内容に変更があった場合は、別紙様式に基

づき、変更の事由が生じてから 10日以内に指定権者に届け出ること。 

(3) 指定通所介護事業者等は、当該宿泊サービスを休止又は廃止の日の 1 月前までに指

定権者に届け出ること。 

調査への協力

等 

宿泊サービス事業者は、提供した宿泊サービスに関し、利用者の心身の状況を踏まえ、妥

当かつ適切な宿泊サービスが行われているかどうかを確認するために都道府県及び市区

町村が行う調査に協力するとともに、指導又は助言を受けた場合には必要な改善を行う

こと。  

記録の整備 (1) 宿泊サービス事業者は、従業者、設備、備品に関する諸記録を整備しておくこと。 

(2) 宿泊サービス事業者は、利用者に対する宿泊サービスの提供に関する次に掲げる記

録を整備し、その完結の日から 2年間保存すること。 

① 具体的な宿泊サービス提供の内容等の記録 

② 身体的拘束等の様態及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由の記録 

③ 宿泊サービス計画 

④ 苦情の内容等の記録 

⑤ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

 

 

 

 


